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開議 午前１０時００分

◎開議宣告

〇議長 東 英男君 おはようございます。休会中の本会議を再開します。

本日の会議を開きます。

議事日程は、お手元に配付のとおりであります。

直ちに議事に入ります。

◎日程第１ 議案第１号 平成２６年度砂川市一般会計補正予算

議案第２号 平成２６年度砂川市国民健康保険特別会計補正予算

議案第３号 平成２６年度砂川市下水道事業特別会計補正予算

議案第４号 平成２６年度砂川市介護保険特別会計補正予算

議案第５号 平成２６年度砂川市後期高齢者医療特別会計補正予算

議案第６号 平成２６年度砂川市病院事業会計補正予算

〇議長 東 英男君 日程第１、議案第１号 平成２６年度砂川市一般会計補正予算、議

案第２号 平成２６年度砂川市国民健康保険特別会計補正予算、議案第３号 平成２６年

度砂川市下水道事業特別会計補正予算、議案第４号 平成２６年度砂川市介護保険特別会

計補正予算、議案第５号 平成２６年度砂川市後期高齢者医療特別会計補正予算、議案第

６号 平成２６年度砂川市病院事業会計補正予算の６件を一括議題といたします。

第１予算審査特別委員長の報告を求めます。

第１予算審査特別委員長。

〇第１予算審査特別委員長 辻 勲君 （登壇） 第１予算審査特別委員会に付託され

ました各議案に対する審査の結果についてご報告申し上げます。

３月９日に委員会を開催し、委員長に私辻、副委員長に水島美喜子委員が選出され、付

託されました各議案について慎重に審査し、議案第１号から第６号の一般会計、特別会計

及び事業会計の補正予算は簡易による採決の結果、いずれも原案のとおり可決すべきもの

と決定しました。

以上で報告を終わります。

〇議長 東 英男君 これより第１予算審査特別委員長の報告に対する一括質疑に入りま

す。

質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

これで第１予算審査特別委員長の報告に対する質疑を終わります。

続いて、討論に入ります。

討論ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕
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討論なしと認め、これで討論を終わります。

これより、議案第１号から第６号までを一括採決します。

本案を、第１予算審査特別委員長の報告のとおり決定することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議なしと認め、第１予算審査特別委員長の報告のとおり可決されました。

◎日程第２ 予算編成方針

〇議長 東 英男君 日程第２、予算編成方針の説明を求めます。

市長。

〇市長 善岡雅文君 （登壇） 平成２７年第１回市議会定例会の開会にあたり、平成２

７年度予算編成の基本的な考え方について、ご説明を申し上げます。

本年は、統一地方選挙が執行される年であり、市長の改選期となることから、政策的な

予算は改選後に提案すべきものと考え、骨格予算といたしましたので、議員各位並びに市

民の皆様のご理解を賜りたいと存じます。

私は、平成２３年市民の皆様の負託を受け、砂川市の第５代市長に就任以来、自らが動

き、市民の声を聴き、自らが政策を決定していくというスタイルを基本的な政治姿勢とし

て、市政の執行に努めてまいりました。

また、平成２３年度から始まった、砂川市第６期総合計画の「安心して心豊かに いき

いき輝くまち」の実現に向け、「協働のまちづくりの推進」、「地域コミュニティの推

進」、「健全な財政運営の推進」の３つを共通した考え方として、まちづくりに全力を注

いできたところであります。

特に、協働のまちづくりや地域コミュニティの推進のため、地域コミュニティの果たす

役割の重要性を再認識し、町内会組織の現状など積極的に情報収集を行い、地域コミュニ

ティの強化のための施策に取り組んでまいりました。

また、砂川市の独自の新しい高齢者施策として、高齢者を見守り、支える仕組みづくり

を進め、町内会をはじめとした関係団体の皆様の協力により、着々と活動の輪が広がって

きていると実感しているところであり、いつまでも安心して暮らすことのできる地域づく

りの実現に向け取り組んでいるところであります。

さて、わが国の経済は、安倍政権が進める経済対策により、基本的には回復基調である

と言われておりますが、昨年４月に実施された消費税率等の引き上げの影響により、個人

消費に弱さがみられ、特に地方においては、この経済対策の成果を十分に実感できていな

いところであります。こうした状況から、平成２７年１０月に予定していた消費税率等の

引き上げ時期を平成２９年４月に先延ばしされたところであります。また、国の地方への

好循環拡大に向けた経済対策として、平成２６年度補正予算により、地域住民生活等緊急

支援のため、「地域消費喚起・生活支援型」と「地方創生先行型」の二つの交付金事業が
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実施されることとなり、当市においても、特に「地域消費喚起・生活支援型」事業の実施

により、消費の拡大につながり市内景気が上向くことを期待しているところであります。

つぎに、地方財政の状況につきましては、平成２７年度地方財政計画によれば、地方税

が増収となる中で地方交付税は１６兆８，０００億円と１，０００億円の減少にとどめら

れたところであり、一般財源総額は、地方創生に取り組むための財源を上乗せした結果、

６１兆５，０００億円と前年度を１兆２，０００億円上回る額となり、地方財政全体とし

ては、前年度水準以上が確保されたものと考えております。

本市においては、歳入の基幹である市税収入は、法人関係税制改革の影響や固定資産の

評価替えによる減収により、全体としては引き続き厳しい状況であります。

また、地方交付税につきましては、普通交付税の算定基礎である個別算定経費や包括算

定経費、別枠加算などは減少傾向にあり、地方創生に必要な額を計上するとされておりま

すが、普通交付税全体では、前年度より減少するものと見込んでいるところであります。

平成２７年度の予算編成では、経常的な経費を主とした骨格予算といたしましたが、地

域経済の状況などを見据えながら、計画的に実施している継続事業並びに緊急的な課題な

どで予算措置が必要な事業につきましては、予算計上したところであります。

以下、予算の概要につきまして、第６期総合計画の基本目標に沿ってご説明を申し上げ

ます。

基本目標１ 「人と環境にやさしいうるおいのあるまち」であります。

衛生環境につきましては、し尿処理体制の整備について、石狩川流域下水道奈井江浄化

センターに６市６町によるし尿等の処理施設が完成し４月から供用開始の運びであり、安

定した処理の推進を図ってまいります。

交通安全につきましては、高齢者等の夜間の事故防止のため、夜光反射材の配布を継続

して行い、啓発活動として「砂川市民を交通事故から守る一斉旗の波運動」を実施するな

ど、関係機関・団体と連携した交通安全運動を展開してまいります。

防災につきましては、災害予防、災害応急及び災害復旧対策などを迅速かつ円滑に実施

するため、砂川市地域防災計画に基づき、平常時から地域全体で防災体制の構築を推進し

てまいります。

基本目標２ 「健康としあわせ広がるふれあいのまち」であります。

高齢者福祉につきましては、高齢期を迎えても安心して暮らすことができる地域社会の

実現を目指し、市民の皆様や市内で活動されている事業者の皆様と連携を図りながら、引

き続き地域での見守り活動に取り組んでまいります。

支え合い活動では、認知症を支える団体などと連携を図り、認知症高齢者やその家族な

どへの支援を行うとともに、認知症に関わる医療及び介護職員に対する研修などを実施す

る認知症ケア向上推進事業に取り組んでまいります。

いきいき活動では、介護予防教室の充実を図るとともに、高齢者の健康づくりや引きこ
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もり防止など、地域で自主的に行われているサロン活動などにご協力をいただいている、

いきいき運動推進員の増員及びいきいき体操の普及・啓発を図るため、養成講座を開催し

てまいります。

子育て支援につきましては、幼児期の学校教育や保育、地域の子ども・子育て支援を総

合的に推進するための「子ども・子育て支援新制度」が本年４月から開始され、新たに策

定した「砂川市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、安心して子育てができる環境づ

くりを進めてまいります。

また、現在、国の保育士配置基準に従い保育士を配置しているところでありますが、新

たに嘱託保育士を任用し安定した保育事業を実施していくとともに、昨年度に引き続き、

未就園児と保護者を対象とした保育所開放事業を実施し、遊び場の提供と保護者同士の交

流、保育士による子育てに関する相談の機会をつくり、子育て支援のより一層の充実を図

ってまいります。

障がい者福祉につきましては、「砂川市障害者福祉計画」に基づき、障がいのある方が

地域において自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、福祉サービスの適切

な提供を図り、相談支援の充実のほか、障がい者等が行う自発的な活動の支援や障がい者

等に対する理解を深めるための研修及び啓発活動を支援してまいります。

地域福祉につきましては、誰もが住み慣れた地域で生活を営むことができるよう、民生

児童委員による援助を必要とする住民への日常的な見守り活動を初め、生活相談や福祉サ

ービスに関する情報提供などにより、地域に密着した福祉活動を推進してまいります。

健康づくりにつきましては、疾病の予防・早期発見・早期治療の推進のため、感染症予

防の一環として、各種ワクチンの接種費用の助成を継続してまいります。また、がんの早

期発見・早期治療を推進するため、子宮頸がん・乳がん・大腸がんについて、がん検診推

進事業などにより、一定の年齢に達した方などに対する検診費用の助成を継続してまいり

ます。

母子保健対策につきましては、次代を担う子どもたちが心身ともに健やかに生まれ育つ

よう、妊娠期から継続した支援体制を整えるとともに、安全・安心な出産環境を確保する

ため、妊婦健康診査への助成を継続してまいります。

市立病院につきましては、平成２６年度の診療報酬の実質マイナス改定、消費税率等の

引き上げ、さらには地方公営企業会計制度の見直しなど、医療環境の大きな変化により、

経営状況は大変厳しいものとなっておりますが、昨年４月に市立病院の経営形態を地方公

営企業法全部適用に移行し、病院事業管理者を中心とした新たな経営管理体制のもと、今

まで以上に迅速かつ効率的な取り組みにより、質の高い医療を提供しております。

昨年は市立病院が大きく方向転換した年でありました。これまで病院の機能は、急性期

に主眼を置いておりましたが、急性期経過後に引き続き入院医療を要する状態に相当する

患者さんを対象とした地域包括ケア病棟を道内の自治体病院として初めて開設し、この地
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域に不足していた医療への対応を図ったところであります。なお、この地域包括ケア病棟

につきましては、退院後も患者さんに自宅でこれまでと同じような生活をしてもらうため

の機能を充実させる必要があることから、リハビリテーション並びに在宅・生活復帰支援

体制の強化を図ってまいります。

また、地域包括ケアシステムを推進するため、地域の関係者にお集まりいただき、「地

域で在宅・介護ケアを考える会」を開催し、鋭意協議を進めている中、各施設をつなぐネ

ットワークを構築することにより地域住民の診療情報と医療資源の共有を実現し、施設間

連携の強化や地域完結型医療の提供体制を確立してまいりたいと考えております。

具体的には市立病院の電子カルテシステムに蓄積されているデータや、市の部署、市内

医療機関、訪問看護ステーション及び居宅介護支援事業所などの関係機関の情報がリアル

タイムで相互に参照できる情報共有ネットワークの構築を推進してまいります。

病院事業収支につきましては、診療報酬の実質マイナス改定や消費税率等の引き上げの

影響や建物及び医療機器に係る減価償却費に加えて、本年度は病院改築に伴う企業債償還

額のピークを迎えることなどから、費用の増加が見込まれているところでありますが、診

療体制の充実や医療資源の有効活用により収益の確保を図り、経営体制の強化とともに健

全経営を進めてまいります。

また、医師や看護師をはじめとした医療従事者の確保に努め、地域医療連携の強化を図

りながら、地域センター病院としての役割を果たすとともに、高度急性期専門医療から回

復期、在宅医療まで、地域に不足する医療、必要とされる医療を提供できるよう努めてま

いります。

介護保険につきましては、平成２７年度から２９年度を計画期間とする「第６期砂川市

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」がスタートすることから、介護、予防、医療、

生活支援サービス、住まいを一体的に提供する地域包括ケアシステムの実現に向け、必要

な介護基盤の準備を促進するとともに給付と負担のバランスを図り、持続可能な介護保険

制度の運営を目指してまいります。

社会福祉につきましては、国は、低所得者に対し、消費税率等の引き上げによる影響を

緩和するため、昨年に引き続き、臨時福祉給付金を支給することといたしました。また、

子育て世帯に対しても、臨時特例的な給付措置として、子育て世帯臨時特例給付金を支給

することになりました。これらは、市を窓口に、本年１０月より支給されることから、円

滑に支給できるよう事務を執り進めてまいります。

基本目標３ 「いきいきと学び豊かな心を育むまち」であります。

学校教育につきましては、北光小学校において市費による教員を採用することにより、

特定の学年で発生する複式学級を回避し、児童の確かな学力を育むことのできる単式学級

の維持に努めてまいります。

また、支援が必要な児童・生徒一人一人に対する教育の充実を図るため、普通学級に在
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籍する支援が必要な児童・生徒に対する特別支援教育支援員の増員を図り、教育支援の充

実に努めてまいります。

さらに、給食センターでは、安全な給食を提供するため、設備の老朽化に伴う食器消毒

保管庫の更新を図ってまいります。

教育施設の整備につきまして、公民館の耐震性の確保と長寿命化を図るため、耐震改修

及び老朽化対策の工事を実施してまいります。

基本目標４ 「やすらぎと豊かさ広がる快適なまち」であります。

交通網の整備につきましては、幹線道路及び生活道路の整備を行い、未整備道路の改善

を進め、快適で安全な道路環境づくりに努めるとともに、橋梁長寿命化修繕計画に基づき、

老朽化してきている橋の修繕にも着手してまいります。

地域公共交通につきましては、地域公共交通会議を主体として２年間に渡って実証調査

運行を実施したところでありますが、本市に適した新たな地域公共交通の本格導入に向け

た協議を進めてまいります。

住宅施策につきましては、今後の新たな住宅施策全般の指針として、平成２６年度に策

定した「砂川市住生活基本計画」に基づき進めてまいります。

民間住宅の施策につきましては、ハートフル住まいる推進事業として、まちなか居住の

促進、良質な住宅ストックの形成と定住促進並びに地元企業の利用促進を図ってまいりま

す。

下水道整備事業につきましては、長寿命化対策として、老朽化が進んでいる吉野地区の

２カ所のマンホールポンプの更新工事を実施してまいります。

基本目標５ 「にぎわいと新たな活力を生み出すまち」であります。

農業基盤の整備につきましては、農業生産の基盤となる農地の区画拡大や暗渠排水整備

を行う農業基盤整備促進事業を継続し、農産物の生産性や品質の向上を図ってまいります。

農村環境の保全につきましては、中山間地域等直接支払交付金事業を継続し、中山間地

域における農業生産活動等を支援していくとともに、中山間地域に該当しない平坦な地域

におきましても、多面的機能支払事業により、農村環境の整備や農業水利施設の維持管理

等の地域共同活動を支援し、農業・農村の多面的機能の維持を図ってまいります。

また、国の助成制度を併用して、鳥獣被害対策実施隊による被害防止活動や狩猟免許取

得の支援など有害鳥獣による農産物等の被害防止対策を実施してまいります。

農業経営の安定につきましては、施設野菜等で使用する堆肥購入の補助や主食用米の作

付けにおけるケイ酸資材購入の補助を継続し、安心・安全で付加価値の高い農産物の生産

を支援することにより、農業経営の安定と地域農業の振興を図ってまいります。

また、青年就農給付金事業による新規就農者の支援や農地中間管理事業を活用しての担

い手への農地集積を図るとともに、農地台帳等の公表など農地に関する情報提供を実施す

ることにより、新規参入者の増大や担い手の経営規模拡大を促進し、担い手の育成・確保
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に努めてまいります。

森づくりの推進につきましては、森林の有する多面的機能が十分に発揮されるよう未来

につなぐ森づくり推進事業による造林事業の支援を行い、森林所有者の負担軽減や森林整

備の向上に努めてまいります。

商工業につきましては、中小企業の経営安定のため、保証融資利子補給事業等の積極的

な活用を図ることで、経営基盤の安定と企業体質の強化の支援を図ってまいります。さら

に、まちなか集客施設ＳｕＢＡＣｏにおいて、地域おこし協力隊員による商店街の情報発

信及び賑わいを創出する事業の充実を図り、中心商店街への回遊性向上に努めてまいりま

す。

産業の振興につきましては、道内屈指の進出企業に対する助成制度である企業振興促進

条例を広くＰＲし、引き続き企業誘致活動を強化するとともに、地元企業の事業拡大にも

繋げてまいります。

労働環境につきましては、２市２町で構成する砂川地域通年雇用促進協議会へ参加し、

季節労働者の通年雇用化に向けて企業訪問や資格取得講習、さらにはセミナーの開催など、

雇用の安定に向けた環境づくりを進めてまいります。

観光につきましては、観光パンフレットによるＰＲを強化していくとともに、自然豊か

なオアシスパークや新たな食の観光資源としての可能性を秘めた「砂川ポークチャップ」

の取り組みなど、地域おこし協力隊員とともに大きく情報発信し、観光の振興に努めてま

いります。

基本目標６ 「次代へつなぐ市民と共に歩むまち」であります。

協働のまちづくりにつきましては、市民活動への意欲や協働意識の高揚につながるよう

市民活動等入門講座などを開催し、人材育成に取り組むとともに、協働のまちづくり懇談

会などを実施して、積極的に市民の皆様のご意見を伺ってまいります。

また、自治会の協力などをいただきながら実施している、公営住宅団地敷地内の草刈事

業について拡大を図り、協働のまちづくりをより一層推進してまいります。

地域コミュニティの推進につきましては、町内会による地域活動や地域の身近な課題解

決に向けた取り組みを支援するために創設した地域コミュニティ活動支援事業補助金を、

全町内会に活用していただくよう推進するとともに、市民活動団体の情報を広く紹介する

市民活動団体登録制度の拡充を図ってまいります。

また、地域コミュニティの拠点である町内会館等がより長く、安心して利用できるよう

に、屋根や外壁などの修繕やストーブなど設備の更新、消防用設備等の点検費用に対する

補助により、地域活動に対して支援をしてまいります。

情報通信基盤の推進については、社会保障・税制度の効率性や透明性を高め、利便性の

高い公平・公正な社会を実現するために全国で導入される番号制度、いわゆるマイナンバ

ー制度について、市民一人ずつに付番される個人番号が本年１０月に通知され、来年１月
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より希望者へ個人番号カードの交付が始まることから、対応が必要となる電算システムの

改修を進めてまいります。

健全な財政運営につきましては、適正な財産管理の推進として公共施設等の全体の状況

を把握し、長期的な視点をもった修繕等を計画的に進めていくため、基本的な方針となる

「公共施設等総合管理計画」を策定し、公共施設に関する将来的な財政負担の軽減、平準

化に努めてまいります。

財源の確保につきましては、市税収入の確保と税負担の公平性維持のために、引き続き

徴収の強化に努めるとともに、新たに差押えた財産のインターネット公売の活用を図るな

ど、収納率向上を図ってまいります。

また、ふるさと応援寄附の推進として、平成２６年度より寄附者の方へ贈呈する特産品

の見直しを図り、クレジットカード決済の導入など手続きの方法も改善した結果、全国の

皆様から総額で５，０００万円を超える申し込みをいただきました。本年度もさらなる制

度の拡充も予定されることから、地場産業のＰＲを兼ねて特産品の種類を豊富に取りそろ

えるなど、多数の寄附をお寄せいただけるように取り組みを推進してまいります。

広域行政運営につきましては、中空知定住自立圏の中心市として定住自立圏構想の推進

を図ってまいりましたので、昨年策定した中空知定住自立圏共生ビジョンによる広域連携

事業の一層の強化を図ってまいります。

次に、一般会計予算について申し上げます。

平成２７年度の予算は、１１２億２，３００万円で、平成２６年度予算と比較して１．

１％の減となっておりますが、これは骨格予算として編成したためによるものであります。

歳入については、

市税は、２０億２７６万円で、前年度比１．６％の減。

地方交付税は、４５億７，９００万円で、前年度比２．８％の減。

国庫支出金は、１２億３，３４８万円で、前年度比２．３％の減。

市債は、１０億９０万円で、前年度比１．８％の減で、これらが主な財源となっており

ます。

歳出については、

人件費は、１７億３，４４０万円で、前年度比５．８％の増。

補助費等は、１０億２，７１３万円で、前年度比７．０％の減。

事業費は、９億９９１万円で、前年度比２３．８％の減。

公債費は、１３億５，８２５万円で、前年度比１０．５％の減。

扶助費は、１６億２，６７７万円で、前年度比２．１％の増となっております。

続いて、特別会計・企業会計予算について申し上げます。

国民健康保険特別会計は、２７億８，６３０万円で、前年度比８．６％の増。

下水道事業特別会計は、７億９，２６３万円で、前年度比２．５％の減。
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介護保険特別会計は、１７億３，９９２万円で、前年度比０．５％の増。

後期高齢者医療特別会計は、５億８，６３４万円で、前年度比５．５％の増。

病院事業会計は、１４５億１３万円で、前年度比１２．８％の減となっております。

以上が、各会計の予算でありますが、全会計の総額は、３１６億２，８３４万円となり、

前年度比６．０％の減となったところであります。

冒頭に申し上げましたとおり、今定例会は私にとって任期最後の議会であります。この

４年間は、市民の皆様との対話を重視してまちづくりを進め、市民の皆様との約束は一定

程度果たすことができたものと思っております。

特に、市立病院を核としたまちづくりとして、新病院の開院に伴い実施した北２丁目通

りの歩道のロードヒーティング化や、町内会等が管理する全ての防犯灯及び商店街の街路

灯のＬＥＤ化の事業は、市民の皆様に大きな評価をいただいているところであります。

また、高齢者を支える仕組みづくりなど行政だけではできない多くの事業が、町内会を

はじめとする多くの関係者のご協力により制度化され、推進されております。これら数多

くの事業が実現出来たことは、議員各位並びに市民の皆様のご支援、ご協力のたまものと

深く感謝を申し上げる次第であります。

今後の課題は、将来にわたり活力ある地域社会を維持することであります。そのため、

まち・ひと・しごと創生法に基づく地方版総合戦略を策定し、人口減少に歯どめをかける

とともに、豊かな生活を安心して営むことが出来る地域社会の形成、地域における魅力あ

る多様な就業機会の創出等を一体的に推進していかなければなりません。これら実現のた

め、議員各位並びに市民の皆様のご理解ご協力をお願いを申し上げまして、平成２７年度

予算編成方針といたします。

◎日程第３ 一般質問

〇議長 東 英男君 日程第３、一般質問に入ります。

質問通告者は３名であります。

順次発言を許します。

土田政己議員。

〇土田政己議員 （登壇） おはようございます。きょう３月１０日は、１０万人を超え

る犠牲者が出たアメリカ軍による東京大空襲から７０年目であります。また、あす１１日

は東日本大震災と福島原発事故から４年目を迎えます。死者、行方不明者は２万人近くに

上り、今なお２３万人の方々が避難生活を余儀なくされております。犠牲となられた方々

に改めて心から哀悼の意を表すとともに、一日も早い復興を願うものであります。

それでは、通告に従い、一般質問を行います。大きく２点であります。第１点目は、カ

ーボンオフセットについてであります。地球温暖化問題は、世界規模の重要かつ緊急の課

題となっております。世界の二酸化炭素の排出量は、２０３５年には２０１１年比で約１．
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２倍に増加することが見込まれ、地球温暖化の原因となっており、日本においても今後一

層、二酸化炭素の削減が求められております。この地球温暖化を食いとめるには国民一人

一人の努力はもちろんのこと、自治体や企業の方々の協力は必要不可欠だと言われており

ます。今環境省や経済産業省では、この問題に手軽に協力する方法の一つとしてカーボン

オフセットを推進していますが、その主な内容及び砂川市や市内企業の取り組みと今後の

市の対応策についてお伺いをいたします。

大きな２点目は、農協改革と市内農業に及ぼす影響等についてであります。安倍首相は、

通常国会の施政方針演説の冒頭で戦後以来の大改革を上げ、農協と農業委員会、農業生産

法人の３つの改革を掲げ、中でも農協改革について強い意欲を示しました。安倍首相が持

ち出した農協改革は、全国農業協同組合中央会が立案した自主的改革の主要部分を否定し、

農家組合員や農協の理事者、農協労働者の意思や声を無視した強権的介入ではないかと言

われております。今政府が進めようとしているこの農協改革の主な内容と今後の改革が推

進された場合、市内農業や地域住民に及ぼす影響についてお伺いし、初回の質問といたし

ます。

〇議長 東 英男君 市民部長。

〇市民部長 高橋 豊君 （登壇） 私から大きな１のカーボンオフセットについてご答

弁を申し上げます。

カーボンオフセットの主な内容についてでありますが、カーボンオフセットとは日常生

活や経済活動で排出される二酸化炭素などの温室効果ガスの排出をできるだけ減らすよう

努力し、削減が困難な排出量は他の者が行う削減活動に投資することでみずからがその分

を削減したとみなすものであります。この制度は、京都議定書で約束した温室効果ガスの

削減に向けた取り組みの一環として、平成２０年２月に環境省が我が国におけるカーボン

オフセットのあり方について指針を公表し、制度を推進しているところであります。

次に、カーボンオフセットを実施する場合の手順でありますが、環境省が定める機関に

審査を依頼し、認証を受け、削減が困難な排出量がある場合は他で削減した排出量をクレ

ジットとして購入し、削減すべき排出量を埋め合わせするものであります。この制度の取

り組みとして、市内２事業所が自主的にクレジットを購入しており、事業所の環境対策と

してＰＲ等を行っているところであります。一方、クレジットを取得し、売却しようとす

る場合は、温室効果ガスを削減するための計画書を作成し、省エネ活動や再生可能エネル

ギーの導入など排出削減活動を行い、削減した排出量についてクレジットとして国の認証

を受けると売却することができます。その収益は、設備投資の回収やさらなる省エネ投資

に活用することができるものであります。このようにクレジットを購入する側、売却する

側もメリットを受けることでそれぞれが削減努力を行い、全体の温室効果ガス削減に寄与

するものであります。

次に、砂川市の取り組みにつきましては、制度説明会に出席し、制度の内容や自治体が
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取り組んでいる先進地の情報を収集しているところであり、今後においては関係する部署

と連携を図るとともに、さらに情報を収集し、砂川市においてどのような取り組みが可能

なのか精査し、検討することとしております。

〇議長 東 英男君 経済部長。

〇経済部長 佐藤 進君 （登壇） 私のほうから大きな２番、農協改革と市内農業等に

及ぼす影響についてご答弁申し上げます。

初めに、農協改革についてでありますが、去る２月９日、政府・自民党と全国農業協同

組合中央会が通常国会に提出する農協改革などの関連法案の骨格について合意をし、１３

日には安倍首相を本部長とする農林水産業・地域の活力創生本部での会合で、農協などの

改革の骨格が了承されております。

その主な内容でありますが、全国中央会は平成３１年３月３１日までに特別認可法人か

ら一般社団法人に移行し、会員の意思の代表、会員相互間の総合調整などを行い、都道府

県中央会は平成３１年３月３１日までに特別認可法人から農業協同組合法上の連合会に移

行し、会員の要請を踏まえた経営相談、監査、会員の意思の代表、会員相互間の総合調整

の業務を行うことになります。また、全国農業協同組合連合会（全農）及び経済農業協同

組合連合会（経済連）は、その選択により株式会社に組織変更ができる規定を、病院を設

置する厚生農業協同組合連合会（厚生連）については、その選択により社会医療法人に組

織変更ができる規定を設けます。

農協の監査につきましては、農協に対する全国中央会監査の義務づけを廃止し、会計監

査については農協が信用事業を安定して継続できるようにするため、信用事業を行う貯金

量２００億円以上の農協等について信金、信組等と同様、公認会計士による会計監査が義

務づけられます。このため全国中央会は、全国中央会の内部組織である全国監査機構を公

認会計士法に基づく監査法人として新設します。農協は、この新設される監査法人、また

は他の監査法人の監査を受けることが選択できることになります。業務監査については、

農協の任意となり、農協の販売力の強化、６次産業化、輸出拡大等を図るなど、必要に応

じ実施できることになります。

単位農協については、農産物販売等を積極的に行い、農業者にメリットを出せるように

するため、理事の過半数を原則として認定農業者や農産物販売等のプロとすることを求め

る規定、農協が農業者の所得の増大を目的とし、的確な事業活動で利益を上げ、農業者等

への還元に充てることや農協が農業者に事業利用を強制してはならないことが農業協同組

合法に明記されます。また、単位農協から農林中央金庫（農林中金）、信用農業協同組合

連合会、信連へ事業譲渡を行い、単位農協に農林中金、信連の支店、代理店を置いた上、

農林中金（信連）から単位農協に相応の手数料を支払う方式の活用を積極的に進めるとし

ております。

地域住民にかかわる准組合員の利用量規制のあり方については、５年間、正組合員及び
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准組合員の利用実態並びに農協改革の実行状況の調査を行い、慎重に決定することとなり

ました。

次に、市内農業への影響でありますが、政府は今回の農協改革を単位農協の経営自由度

を高め、強い農業をつくり、農家所得の向上につなげる改革と位置づけております。しか

し、生産現場からは、ＪＡグループの自己改革が尊重されない農協改革であり、農協系統

組織の持つ機能が損なわれ、地域農業の持続的発展に支障を来すおそれがあるとの懸念の

声や今回の農協改革が農業の成長や農業者の所得向上にどう結びつくのか理解できないと

の声も聞かれます。仮にホクレン等が株式会社になった場合は、独占禁止法が適用となり、

組合員が共同で営む購買、販売事業が困難になることが懸念されますし、農協が信用事業

等を信連等へ譲渡した場合には農協の収支バランスが崩れ、営農指導等へ力を注ぐことが

できなくなることなどが懸念され、市内農業にも影響が出る可能性があるものと考えてお

ります。

〇議長 東 英男君 土田政己議員の質問は休憩後に行います。

１０分間休憩します。

休憩 午前１０時４７分

再開 午前１０時５７分

〇副議長 飯澤明彦君 休憩中の会議を開きます。

土田政己議員の質問を許します。

土田政己議員。

〇土田政己議員 それではまず、カーボンオフセットの件から再質問をさせていただきま

す。

ご答弁にもありましたように、カーボンオフセットはクレジットを通じて資金不足に悩

む温暖化対策プロジェクトを促進する、すぐれたアクションだというふうに言われており

ます。そこで、お伺いしたいのは、このカーボンオフセットに取り組む具体的なメリット

と、またこれには認証制度があるようでありますので、この認証制度の具体的な中身につ

いてお伺いをいたします。

〇副議長 飯澤明彦君 市民部長。

〇市民部長 高橋 豊君 それでは、２点ほどお伺いされたと思いますので、順次ご答弁

をさせていただきたいと思います。

まず、取り組む具体的メリットということですけれども、クレジットを売却するほう、

こちらのほうは売却するためのＣＯ を削減しなければならないということになりますか２

ら、当然にそれはＣＯ を削減、地球環境によい効果を与えるというのが大きなメリット２

となりますし、その削減した部分を計算をして売却もできるということになりますから、

削減をして売却をして、その部分でまた何か削減方法を考えると。先ほどのご答弁と重複

するかもしれませんけれども、売却するほうはそういうメリットがあるということになり
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ます。

それから、クレジットとしてそれを購入する側、こちらのほうも少なくともＣＯ を削２

減しようと思ったけれども、なかなかできない部分を削減した方から購入をするというこ

とになりますから、この方も地球環境のほうについては、それは自分でできないものをほ

かから購入をすると、お金を出して購入するということになりますから、地球環境のほう

についてはよい効果をもたらすと。しかも、お金を出して購入いたしますから、その分を

企業努力としてＰＲをする、つまりこういうことでＣＯ の削減に貢献をしているという２

ことで、これは購入する企業、事業所のほうについても削減の部分と、それからＰＲの部

分、そういう努力をしていますよという部分が当然かかわってきますので、双方にメリッ

トがあるということで先ほどご答弁をさせていただきました。

それから、認証制度でございますけれども、こちらのほうは先ほどもご答弁申し上げま

したけれども、まずクレジットを売る側のほうについては、これは国に定められていると

ころにきちんと認証を受けるためにその申請をしなければならないのですが、今２０１３

年からＪ―クレジットと、制度が以前と少し変わっておりまして、この排出につきまして

は２０１３年４月１日以降にその削減をしたものということになりますし、それからもち

ろん日本国内で削減をしたものなどという種々のものがついてきまして、それに基づいて

きちんとした計画を持って認証をいただくということになりますから、この認証を最終的

にする国というのは環境省、経産省、農林水産省と３省で合同で認証機関を設立しており

ますので、きちんとした国のお墨つきをもらって認証を受けるということになります。

それから、もう一点、購入するほうの認証です。こちらのほうは、実施機関のほうにき

ちんとした計画、継続性ですとか、これこれこういうことで努力をしてきたけれども、そ

れがなかなかかなわなかったので、この分を購入するのだという計画をつくって、認証機

関に認証をいただくと。そうすると、どこかでクレジット、売却するところに行って、そ

この部分のものを購入をしてくるというような形になりますので、どちらもそれぞれきち

んとした機関で認証を受けて、そして売却をする、購入をするという形になってございま

す。

〇副議長 飯澤明彦君 土田政己議員。

〇土田政己議員 今言われましたように、このカーボンオフセットに取り組む企業や自治

体その他のメリットは、いろんなメリットがあると思います。それから、認証制度もこれ

は２００９年、２０１１年、２０１２年、２０１３年と毎年のように変わっているようで

ありますけれども、このカーボンオフセットの認証がされた場合は、商品その他にラベル

などがあるようでありますが、その辺については具体的にどんなことになっているかお伺

いしたいと思いますが。

〇副議長 飯澤明彦君 市民部長。

〇市民部長 高橋 豊君 このラベルというのは、例えば売却をするほうか、それからそ
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れを買うほうか、一番ＰＲのメリットがあるのはそれを買い入れるほう、購入するほうで

す。それは、認証を受けましたというものがございますから、これはＰＲのためにという

ことになりますが、ちょっとその具体的なラベルの内容までは、申しわけありません、承

知していないのですけれども、これは認証を受けた段階でＰＲはどちらもできるというこ

とになっております。

〇副議長 飯澤明彦君 土田政己議員。

〇土田政己議員 このカーボンオフセットは、一般市民にとっては目に見えにくい部分が

多い取り組みなのです。そして、なかなかわかりづらい状況でもあるわけでありますが、

やはり信頼性の構築が重要でして、信頼性に対する今言われたＰＲ活動が非常に重要でな

いかというふうに思います。幸い先ほども答弁がありましたように市内には空知管内初の

取り組みをしている企業もあって、新たな取り組みも始まっておりますので、砂川市は以

前から緑豊かな公園都市、あるいは快適環境都市というふうに標榜しているまちでありま

すので、この取り組みは特別に重要ではないかなというふうに思っております。

今後の取り組みとして、担当部課だけでなく、市役所全体の取り組み、あるいは砂川市

全体の取り組みを推進するために地球温暖化などについての研修会とか勉強会とか、さら

にはシンポジウムなど、積極的な取り組みが私は必要でないかというふうに思いますが、

今後の市の具体的な対応策についてお伺いしたいと思います。

〇副議長 飯澤明彦君 市民部長。

〇市民部長 高橋 豊君 具体的な対応策ということでございますけれども、今お話しい

ただきました事業所、企業が購入する場合、これは企業が独自で購入をするということの

民間活動ではありますけれども、ただこういう制度がありますよと。もちろんＰＲにもな

るのですというようなものを市民の皆さん、あるいは企業の皆様に周知するかどうかとい

うのが１点ございます。それから、もう一点は、現実的に砂川市がその売却するためのク

レジットの認証を受けるかどうか。つまり砂川市が受けますと、市内の企業はほかの市町

村のクレジットを購入しなくても砂川市の部分を購入できるというものがあります。ただ、

こちらのほうは、今担当者のほうも２回ほど会議のほうに出席しておりますけれども、実

際に今の視点、購入者のＰＲの視点と砂川市が認証を持って売却するクレジットを持てる

かどうかという部分については、市役所の関係部署で特別こういうことができるだろうか

というのを含めて、これは具体的に検討、精査をさせていただきたいというふうに思いま

すので、一応視点としてはそういう形になりますので、その後にシンポジウムですとかそ

ういう部分に移行するかどうかにつきましては、そこのところで十分に精査をして、検討

してまいりたいというふうに考えております。

〇副議長 飯澤明彦君 土田政己議員。

〇土田政己議員 ぜひ検討して、砂川市としても空知としての、あるいは管内、北海道と

しても先進的な取り組みをする市になっていただきたいというふうに思っております。
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次に、農協改革について再質問をさせていただきます。答弁をいただきましたように安

倍首相は、農協改革について農協法に基づく農協中央会制度の廃止、あるいは現在の農協、

全国農業協同組合中央会の一般社団法人への移行とか農協の会計監査の義務づけなどは言

及しましたけれども、先ほどの答弁にありましたように強い農業をつくったり、農家所得

をふやすために改革が必要だというふうに言っているのですが、どのようにして強い農業

をつくり、農家の所得につながるのかは全く説明がないのですね。農家の人はわからない

のです。そして、安倍首相は、施政方針演説でこの７０年間で日本の農業人口は８分の１

以下に減少し、農業就労者の平均年齢が６６歳を超えたというふうに指摘しておりますけ

れども、そもそもこのように日本の農業と農村の危機が進行したのは、食料を外国に依存

して、アメリカの言うままに農畜産物の輸入自由化をし、日本の農業を潰したのは歴代自

民党政権の農政にこそあるわけで、その反省が全くないわけであります。それを農業委員

会や農協に責任があるかのように責任転嫁することは、私は許されないというふうに思い

ます。協同組合というのは、組合員が自主的、民主的に助け合って管理する組織であって、

もし改善すべき点があれば組合員の声に基づいて自主的に行うべきであって、今回の改革

のように農家組合員や農協理事者、労働者の意思を無視した政府の強権的な組織介入は絶

対に許されるものではありません。

安倍首相は、農協改革の第２弾として次のことをやろうとしております。これは、先ほ

ども一部答弁がありましたけれども、農産物の共同販売を行ってきた全国農業組合連合会、

いわゆる全農を株式会社にすると。これが実施されると、これまで協同組合だからこそ認

められてきた独占禁止法の適用除外がなくなって、全国的な農産物の共同販売、資材等の

共同購入が困難になります。単位農協がばらばらに対処することが迫られ、いわゆる大企

業による流通支配が一層強まることが明らかです。

２つ目は、先ほども一部答弁がありましたけれども、単位農協から信用事業と共済事業、

これらを分離してしまうということです。今大多数の農協は信用、共済事業の黒字で経済

事業の赤字を補填している、経営を維持しているのが実態で、これが現実になれば多くの

農協が経営破綻に直面することは明白であります。

そして、３つ目の一番大きな問題は、これは砂川の地域でも一番大きな問題でないかと

思いますが、准組合員の、いわゆる非農家で議決権がないが、事業を利用できる組合員で

すけれども、この利用制限だと思うのです。もともとこの准組合員は、農山村地域で離農

に追い込まれた元農家が農協を利用するために農協に残っている、そういう事例が全道的

にも非常に多いわけでありまして、特に離農者が多い北海道はその比率が８０％近くに達

しているというふうに言われています。ガソリンスタンドや金融の窓口などが農協しかな

い地域も多く、農協は地域住民のライフラインの基盤となっております。それを農業者相

手に専念せよとなったら、命綱が断たれる住民が続出するだけでなく、農協経営の基盤も

縮小して、農業者相手の事業も困難になっていくのではないかというふうに考えられます。
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そこで、この准組合員の問題について市内の農協の現状と、もしわかれば強行された場

合予想される影響についてお伺いをいたします。

〇副議長 飯澤明彦君 経済部長。

〇経済部長 佐藤 進君 准組合員の、市内の農協の現状と影響というご質問でございま

す。市内の新砂川農業協同組合、ここにお聞きするところによりますと、准組合員が約３，

７００名、総組合員の約８５％というような状況とお聞きをしております。このことから、

農協の各事業ございますけれども、これは農業者だけでなく地域住民の生活基盤を支える

役割も果たしておる。したがいまして、准組合員の利用制限、これについてはまだ具体的

な内容等々は出ておりませんけれども、この制限がなされた場合には農業者、さらには地

域住民に影響を与えるということはもちろんでございますし、また事業量が減少しますの

で、農協の経営にも影響し、さらには今ご質問いただきましたように市内農業者の生産に

も影響がある、そのことが現在懸念されているところでございます。

〇副議長 飯澤明彦君 土田政己議員。

〇土田政己議員 今お話がありましたように新砂川農協の場合は特に、北海道平均でも正

組合員が２０％前後と言われていますが、うちの組合となると１４％から１５％という状

況ですから、これは本当に深刻な影響を受けることは明らかだというふうに思います。

新砂川農協は、奈井江町と一緒になっている農協でありますけれども、砂川市内だけを

見ればもっと比率が低いのではないかなというふうに思われますが、もし砂川市内だけの

資料をつかんでおられましたらお伺いしたいと思います。

〇副議長 飯澤明彦君 経済部長。

〇経済部長 佐藤 進君 砂川本所の状況でございますけれども、組合員数が約３，３０

０とお聞きしております。その中で、准組合員が約３，０００というようなことをお聞き

しております。

〇副議長 飯澤明彦君 土田政己議員。

〇土田政己議員 そうすると、１０％もないということになるだけに一層深刻な状況にな

るのでないかというふうに思います。

この農協改革をめぐる政府の動きは、私は国連や世界の流れに逆行しているのではない

かというふうに思うのです。国連は、２０１２年を国際協同組合年と定めて、さらに昨年、

２０１４年は国際家族農業年というふうに定めております。国際社会は、協同組合の価値

や役割が高いと評価を寄せて、飢餓や貧困、雇用、地域再生などの問題を解決できるのは

相互扶助を旗印とする協同組合が最も有望だというふうに言われていて、また国連は家族

農業の果たす役割を認めて、世界各国に政策の支援を行うように強く促しております。

今日本の社会で格差と貧困が深刻化しております。日本の世帯の貧困率は、１６％とア

メリカに次いで高いのが現状だというふうに言われておりますけれども、日本協同組合学

会の柳沢敏勝会長は、２１世紀は協同組合の時代、助け合いの社会でないと地方はもたな



－63－

いというふうに指摘をされておりまして、これからは協同組合の時代だというふうに言わ

れています。

農協は、農業振興はもちろんのこと信用事業や共済事業を通して組合員の生活を支援し

てきました。地域の生活に根差した農協だからこそ、地域社会にかかわってともに発展し

ていくことが強く求められております。例えば３月６日付の北海道新聞に北大名誉教授の

太田原さんが論文を載せておりまして、まさにこれは認識の誤りと時代に逆行するものだ

というふうに厳しく指摘をしておりますし、またきのうの北海道新聞にも東京農業大学の

谷口教授がこの農協改革の狙いについて述べています。安倍政権の真の狙いは２つあると

見られると、彼はこのように言っています。１つは、環太平洋連携協定、ＴＰＰへの最大

反対勢力であるＪＡグループの力をそぐことにあると。２つ目は、ＪＡ全中だけでなく、

農協そのものの解体だと。これは、アメリカは１９８０年代半ばから、ＪＡグループが地

域で独占的に持っている共済や金融の市場に自国の企業が参入できるように日本に要求し

てきていると。ＪＡの市場は日本の経済界も狙っており、それに応じようとしているので

はないかというふうにこの教授は述べているのです。まさにアメリカと日本の大企業が農

協を潰して、そこに乗り込んでくるのではないかというふうに言われております。

そこで、今必要なことは、家族農業を基本にした多様な農家、生産組織などで農産物の

再生産を続けて、後継者を確保できる展望を持てる農政を行うことが政府の責任でないか

と思いますし、私はＴＰＰからの撤退も決断すべきだというふうに考えております。その

上で、農産物の生産、販売、信用、共済、以上の総合事業で地域の農業と住民の暮らしを

支える総合農協としての役割が非常に重要でないのかというふうに思っております。そう

いう点で、今安倍政権が強権的な農業改革、これを進めようとしておりますが、これは砂

川市の農業や農民だけでなく、地域住民にも、先ほど大きな影響があるというふうに言わ

れましたけれども、これに対して私たちは強く抗議の意思を示していく必要があるのでは

ないかと。そして、本当に農協が改革が必要であれば自主的に、民主的に改革を行ってい

くべきでないかというふうに考えますが、その辺これからの市としてのお考えについてお

伺いしたいというふうに思います。

〇副議長 飯澤明彦君 経済部長。

〇経済部長 佐藤 進君 この農協改革にはいろんな部分がございます。先ほどご質問い

ただきましたように例えば准組合員の制度、これらについてはまさしく先ほども答弁させ

ていただきましたけれども、市内の農業、あるいは地域住民にも影響を及ぼす可能性が懸

念されているところでございますし、またこの問題は砂川市だけでなくして、全道的にも

影響を及ぼす問題でないかなと、そういうふうに考えているところでございます。そうい

う中で、道内各地とも連携をする中で必要に応じ、全道市長会などの関係機関を通じなが

ら要請等を検討していかなければならないのかなと、そのように考えておりますので、ご

理解を賜りたいと思います。
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〇副議長 飯澤明彦君 土田政己議員。

〇土田政己議員 これ以上聞いても、国政にかかわる話ですから、しかし地域にとっては

非常に大きな問題でありますので、今お話ありましたようにぜひ全道的に協力、力を合わ

せて運動を展開していただきたいなというふうに思います。

農協が潰れれば地域はより衰退してしまいます。こんなことをやって何が地方創生かと

いうふうに私は言いたいと思います。私たちは、ＴＰＰの押しつけ、農協潰し、農業と農

村を潰してアメリカと日本の大企業の食い物にする、このような間違った農政改革、農協

改革に反対して、地域農業を守り、地域農業を再生させるために全力で頑張っていく決意

であります。このことを述べまして、私の一般質問を終わります。

〇副議長 飯澤明彦君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 （登壇） それでは、一般質問を大きく４点行います。

まず、１点目に、市役所庁舎の建てかえについてお伺いします。平成２５年１２月議会

の一般質問の答弁で、市役所建てかえについては８月から内部検討を行い、窓口の各種手

続、福祉の相談などを同じ建物でできるようにならないか、また防災対策本部の設置や備

蓄施設としても複合化できないか検討しているとありますが、現時点でどの程度まで検討

をされているのか伺います。

２点目としては、市職員の提案制度についてであります。砂川市には職員提案規程があ

りますが、これまでの提案件数、提案内容などの実績、また提案規程には提案者を褒賞す

ることになっていますが、その内容と実績を伺います。

３点目、砂川高校の出願者大幅減の要因について伺います。平成２７年度の砂川高校入

学者選抜の出願状況で、定員１６０名に対し出願変更後でも出願者が９１名と大幅に減少

していますが、その要因について伺います。

最後に、４点目、市内小中学校の空き教室についてです。市内小中学校では、児童生徒

数の減少が著しく、空き教室がふえているのではないかと思いますが、その実態について

伺います。

〇副議長 飯澤明彦君 総務部長。

〇総務部長 湯浅克己君 （登壇） 私のほうから大きな１、２についてご答弁を申し上

げます。

初めに、大きな１の市役所庁舎の建てかえについてご答弁を申し上げます。昭和４５年

９月から使用しております現在の市役所庁舎について、老朽化が進んでいる状況や耐震基

準を満たしていない問題など、さまざまな課題を抱えている現状を踏まえ、将来的に改築

するとした場合の基礎的な資料を作成するため、平成２５年８月より庁内において総務部

を中心とした職員による内部検討会を設け、検討を進めているところであります。この内

部検討会は、これまで１４回開催しておりますが、建設候補地としてどのような場所が考

えられるのか、駐車場のスペースを含めて改築後の庁舎にはどれぐらいの敷地面積が必要
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となるのか、施設の規模としてどれぐらいの建築面積及び延べ床面積が必要となるかなど、

近年に庁舎建設事業に取り組んでいる他の自治体の事例等を参考にしながら、窓口の配置

など市民にとって利用しやすい庁舎となることを基本として改築後の庁舎のイメージにつ

いて検討を続けております。また、他の公共施設等と複合化した場合のメリット、デメリ

ットについても協議テーマに設定した上で検討を進めておりますが、来庁される市民の利

便性の向上、関係職員間の連携、施設の有効活用など複合化によって実現できるメリット

がある一方、施設面積が増加することによるデメリットもあることから、複合化した場合

でも対象となる施設等は限られてくるものと考えているところであります。このほかにも

内部検討会では改築する場合に想定されるスケジュールなども協議しており、検討結果に

ついてできる限り早い段階で取りまとめてまいりたいと考えているところであります。

次に、大きな２、市職員の提案制度についてご答弁を申し上げます。職員提案制度につ

きましては、昭和３９年に砂川市職員提案規程を制定し、制度化を図っているものであり

ます。この制度は、事務事業の合理的な改善のため職員より積極的な改善意見の提案を求

め、有益な改善意見の提案を褒賞することにより職員の士気の高揚を図るとともに、公共

の利益増大と公務能率の向上を図ることを目的としており、公務能率が向上するもの、市

民へのサービスが向上するものなど、公務に関連する実現可能かつ建設的な提案を求める

ものであります。

これまでの提案件数及び提案内容の実績についてでありますが、提案規程の制定後、提

案者数につきましては延べ６１名、提案件数につきましては延べ１００件となっておりま

す。主な提案内容といたしましては、文書保存、保管方式の改善など公務能率の向上に関

するもの、情報コーナー等の設置、課・係の表示の明確化や表示方法の再考など市民への

サービス向上に関するもの、節約運動の展開など経費削減に関するもの、体育施設の有効

活用など収入増加に関するもの、汚職防止を目的としたマニュアルの配付など公務の欠陥

の是正、防止に関するもの、ボランティア活動の推進、サイクリング用自転車の設置など

公益上効果が増大するものなどが提出されているところであります。

また、提案者に対する褒賞の内容と実績についてでありますが、現状として確認できる

昭和５５年度以降において延べ１３名に対し、１，０００円から５，０００円程度のもの

を褒賞として贈呈しているところであります。

〇副議長 飯澤明彦君 教育次長。

〇教育次長 和泉 肇君 （登壇） 初めに大きな３の砂川高校の出願者大幅減の要因に

ついてご答弁申し上げます。

砂川高校の平成２７年度入試出願状況につきましては、去る２月１３日に公表されまし

た出願変更後の出願者数は９０名でありましたが、２月２７日に公表されました再出願後

の最終状況において募集人員１６０名に対し９１名の出願者数であり、６９名の欠員とな

ったところであります。
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出願者減少の要因についてでありますが、空知北学区全体の中学校卒業者数が減少して

おり、本市におきましても本年度の卒業生が昨年度と比較して砂川中学校で３名の減、石

山中学校で２１名の減、両校合わせて２４名減少しており、砂川高校出願者数につきまし

ても昨年度と比較して両校合わせて２９名減少している状況であります。

また、奈井江町では、奈井江商業高校の平成２７年度入学生から入学生全員に制服とジ

ャージの無償提供や地元中学校からの入学生に対して入学支援金２０万円の支給、奈井江

町外からの入学生に対しましても入学支援金１０万円の支給、通学費全額補助、遠方から

の入学生に寮を用意するなどの支援策を講じ、平成２６年度募集人員８０名に対し出願者

数９名であったものが、平成２７年度では学級減により募集人員４０名に対し出願者数５

３名と募集人員を大きく上回る出願状況となっており、地元奈井江町はもとより本市を含

め歌志内市、上砂川町などから奈井江商業高校に相当数の生徒が出願したものと思われま

す。

このほか空知北学区全体の状況といたしまして、電気、会計、情報処理など職業科への

出願者数が昨年度と比較して約４０名程度増加している状況に対し、理数科を含む普通科

の出願者数が昨年度と比較して約８０名減少しており、今年度の卒業生におきましては職

業科を志願する生徒が増加している状況であります。

このほかにも砂川高校の出願者数が減少した背景はあるものと思われますが、現時点で

は以上申し上げました３点が主な要因と考えております。

続きまして、大きな４の市内小中学校の空き教室についてご答弁申し上げます。現在市

内小中学校における普通教室の状況につきましては、もともとの普通教室数８６教室に対

し５０の教室を普通教室として使用しており、３６の空き教室を保有している状況であり

ます。空き教室の活用につきましては、特別支援教室として使用している教室が１１教室、

生活科や習熟度別の指導に要する教室など特別活動室として使用している教室が１６教室、

パソコン教室として使用している教室が２教室、児童会室として使用している教室が２教

室、相談室として使用している教室が１教室、学童教室として使用している教室が１教室、

作業、備品室として使用している教室が３教室となっております。

学校ごとの空き教室の活用につきましては、砂川小学校では６教室保有しており、特別

支援教室として３教室、特別活動室として２教室、児童会室として１教室の活用、豊沼小

学校では６教室を保有しており、特別支援教室として３教室、特別活動室として３教室の

活用、中央小学校では６教室保有しており、特別活動室として５教室、児童会室として１

教室の活用、空知太小学校では６教室保有しており、特別支援教室として１教室、特別活

動室として１教室、学童教室として１教室、作業、備品室として３教室の活用、北光小学

校につきましては空き教室は保有がございません。

砂川中学校では５教室保有しており、特別支援教室として１教室、特別活動室として４

教室の活用、石山中学校では７教室保有しており、特別支援教室として３教室、特別活動
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室として１教室、パソコン教室として２教室、相談室として１教室の活用がされておりま

す。

なお、平成２７年度におきましては、石山中学校で普通学級の増、砂川小学校、中央小

学校、空知太小学校で特別支援学級の増を予定しており、学級数の増加や学年ごとの学級

数の変動等に対応するなど、各学校においてそれぞれ空き教室の活用が図られているとこ

ろであります。

〇副議長 飯澤明彦君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 まず、一問一答ですので、市役所の建てかえの関係でお伺いをしていき

たいと思います。

内部検討１４回、意外とやっていらっしゃって、面積、あるいはいろいろな検討、複合

の関係も、もっと言えばスケジュールも大分話し合われているというような話で、検討結

果を早い段階で取りまとめたいというようなお話がありましたけれども、大体いつごろに

取りまとめられるような予定なのでしょうか。

〇副議長 飯澤明彦君 総務部長。

〇総務部長 湯浅克己君 検討結果の取りまとめというお話でありました。この会議につ

きましては、１５回目の会議につきまして今月中に１度開催するという予定をしておりま

す。できればあと２度、３度程度の会議の中で一定の方向性としてまとめていきたいなと

いうことで現状考えているところでございます。

〇副議長 飯澤明彦君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 市役所建てかえについて市長のいろいろな場面での非常に慎重な発言が

続いているので、内部と市長との感覚というのがちょっと違うのかなと。総務部長の答え

からいくと、相当建てかえについての内部検討というのは進めているという状況がありつ

つ、市長直近の事務所開きの道新の記事を見ますと、懸案の市庁舎建てかえについては市

民の声を聞いて進める、決断までにしっかりした手続を踏みたいとか、市民の意向を聞き

ながら進めたいというようなお話がこれまでずっと続いておりまして、これはどういう意

味なのかなというふうに実は思っていまして、市長もこれまでも私の質問に答えて、公共

施設の耐震化はずっと公民館が最後ということでやってきたと。それで公民館もめどが立

った。また、市役所なんかは耐震改修をするよりは建てかえたほうがいいのだというよう

なお話もされてきていて、内部検討も大分進んでいるということなので、市長、今までい

ろんな場面でお話しされている、市民の意向を聞きながら進めたいとか、あるいは市民の

声を聞いて進めるというのは一体どういう意味なのかお話しいただけますか。

〇副議長 飯澤明彦君 市長。

〇市長 善岡雅文君 （登壇） 過去的にも庁舎の話はございまして、私は何回か話して

おります。去年の小黒議員の質問ですか、内部的に事務レベルでは検討をすると。それに

基づいて検討をしているのだというふうに思いますけれども、私が再三再四言ってきたの
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は、総務部長のときからです、市民が最初に使うところから順次やっていくと。役所は考

えていないと。全部終わってからだというのは私は終始一貫して言ってきたと。それで、

今年度で公民館が終わると。しからば、防災センターたる市役所がそのままでいいのかと。

私はそうだと思っていない。それは、改修するのか、建てかえるのかは別にしても、きち

んと道筋等をどうするかをしなければならないと、それは行政の責任だと、そこまで明確

に考えを持っております。

それで、私は市民の声を聞くというのは、いわゆる金額が大き過ぎる。少なくても何十

億か、恐らく３０億では、単純にそれだけつくってももっとするだろうと。資材が上がっ

ているから、各建てかえをしているところの話を聞くとかなり予算がオーバーしていると

いう情報を私は聞いておりますけれども、大きなものをやるときには将来のことも考えな

がら、市民にわかるような形の中でやるべきだという、それは私はこの問題に限らずどの

問題も先に市民に投げかけて、その中から答えを出してきております、今までも、庁舎に

限らず。その反応を見ながら、どうなのだろうとか、それは恐らく雰囲気の中でいいよと

か。ただ、今回の庁舎に関しては、ある程度委員会か何かつくりながら、その中でいろい

ろ論議してもらったほうがいいのではないかというような考えも持ってございますけれど

も、いかんせん地方自治法で私の任期は４月の２６日までと。次小黒さんもいるかどうか

わからないし、私もいるかどうかわからないところで、後援会で話しするのと神聖なる議

会の中で、もう期間がないところでもし受かったならどうだとかという話は、ちょっと私

は過去の議会での絡みからいうと、それを言うのは僣越だと思っております。おまえはも

う受かった気でいるのかと、そういうような感じになるものですから、ここで先の話を論

議するというのは、過去的にも改選期の３月議会というのはお互いにいるかどうかわから

ないから、その辺の質問はしないというルールになっているのですけれども、もともと私

の基本的な考え方はそこまでは常時言ってきています。やっぱり行政をつかさどる者とし

て、いわゆる庁舎そのものをそのままほっておくことはできないと。耐震性が一番低い、

またエレベーターもない、市民団体からしょっちゅう怒られる。それはやっぱり解消すべ

きだと。その方法はいろんな方法があるし、金額が大きくかかるので、それは去年も言っ

たと思うのですけれども、市民の声を聞きながら適切に判断してやっていきたいとまでは

やっぱり市長としての責任だろうと。だから、そこからもう一歩踏み込むとなると、３月

きょうで１０日ですか、あと一月の私の命で、改選後の６月のときに小黒さんにこの質問

をされるのだったら、私は堂々ともう少し突っ込んだお答えをしたいなというふうに思っ

ております。

〇副議長 飯澤明彦君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 市長も使い分けが非常に上手で、事務所開きのときにはもう既に当選し

たごとく６億円の公共事業を行うというところまですっかり受かった気分で話されている

という情報もありましたけれども、余りそんな使い分けをせずに、今私たちは市民の皆さ
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んに、私ももちろん来期いるかどうかわかりません。ただ、リーフレットや何かいろいろ

通じて自分の政策をどんどん市民の皆さん方に伝えるようにしています。当然市長もそう

いう政策をこれからリーフレットなどで配られたり、それはやっていかれるのだろうと思

うのです。それが選挙ですから。次私は何をやりたいのだということを言うのが選挙です

から。そういう意味からいえば、この市役所建てかえなんていうのは、まさに次の市長立

起するときにどうするのかというのが目玉なのですよ。と私は思うのです。私はリーフレ

ットに書いています。市役所建てかえと書きました、今回は。

これは、今一番市長が大事なことを言っているのは、これが市民に多分理解されないと

ころの一番だと思うのですけれども、市長は自分でまた相変わらず総務部長のときから言

っているというお話の中で、まず市民の使うところからやったのだと。役所は最後だ。で

は、市長は、市役所って市民が使うところではないと思っているということですよね。違

いますよ。市役所こそ市民に役に立つところでなければいけないのです。それがエレベー

ターもないわ、なかなかここでいろんなことができないわと。だから、私は言うのです。

まちなかに市役所建てて、案内所でもつくって、スイートロードのお菓子並べてもいいだ

ろうと。もっと言えば、その市役所の上に高齢者が住む住まいをつくったっていいではな

いかと。そして、この国道を行き交う多くの人たちが一つの道の駅っぽいような感じで市

役所に入ってきてくれればいいのではないかと私は市民の皆さんに訴えています。そこの

一部に市の職員が快適に働く場所を設ければいいわけでしょう。そうやって考えて、そう

やって話をしていくと、大体市民の皆さん納得してもらえます。市役所建てると言ったら、

何で高給取りの市の職員が快適に働く場所を建てなければならないのだと言われるのです。

いいえ、違いますよと、市役所って市の職員が働く場所だけではないということなのです。

ぜひ市長も、今もう市長だから、職員ではないのだから、市長の思い、一市民の、そして

この砂川市の親分としての市長のこれからの、この市役所建てかえの考え方というのを変

えていってほしいなというふうに私は思います。市長、どうですか。この辺のところでも

う一言いただけませんか。

〇副議長 飯澤明彦君 市長。

〇市長 善岡雅文君 ちょっと小黒議員の論理が飛躍し過ぎているというか、私は日常か

ら市民が使うところ、体育館なり、公民館は日中から来ていると。そういうところを優先

すると。避難所施設から優先する、そういう観点で言っていますので、ちょっと無理があ

る。

それと、ここの神聖な議会で小黒議員の公約を言うのは自由ですけれども、私は後援会

とか市民のところに行ったときには私の立起の理由は言うけれども、神聖なる議場で次こ

んなことをやります、そんな公約を言える場所ではないということを私は言っているので

す、議会は。だから、それ無理あるのです、小黒さんもわかっていて聞いているのだと思

うのだけれども。私の政策を、もし市長になれるのだったらこういうのをやりますと言う
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場所ではここ、小黒さん、残念ながらないのです。私はそのルールは守ろうとしているだ

けなのです。これは議会が決めたルールですから。市長は自由ですから何言ってもいいの

だろうけれども、やっぱり議会が決めたルールは。だから、６月議会で小黒さんが言って

くれるのなら私は何のちゅうちょもなく明確に言いますから。だから、後援会で言うのと

違いますって。

〇副議長 飯澤明彦君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 神聖な議会は、政策をまさに戦わせる場所なのです。それは時期がいつ

でも同じです。

私は、この市役所建てかえというのは今後の砂川市にとっては大きな公共事業の一つだ

と思っているのです。今市長が言ったように面積掛ける職員数というので総務省も大体の

目安って立てているのですけれども、私が試算したら２０億ぐらいはやっぱりかかってし

まう、最低はかかるでしょう。ということは、これから砂川市の公共事業というのは建物

というのはなかなかないのです、今回の公民館の耐震改修を過ぎていくと。公営住宅はも

う建てないと市長も宣言されているのだし、道路工事はまだまだこんな場所いっぱいある

からありますけれども、建物というのはなかなか公共事業としてないので、建設業界、若

い人たちの就職の受け皿としては非常に大きな位置づけもあって、何で私はここまで言う

かというと、このぐらいの時期までに市役所建てかえ、この大きな公共事業が出るのだぞ

ということを発信することは、これから先このまちがどうなっていくかということの発信

にもつながるというふうに私は思うものですから、なるべく早い、６月過ぎたらもう一回

聞きますけれども、そのときはさっきおっしゃったように市長ももうちょっとはっきりし

た答えが出るのだろうというのを期待しながら、このお話は終わろうとは思っています。

次は、市の職員の提案制度に行くのですけれども、これまでに６１名、それから１００

件というようなことでお話があったのですけれども、この規程についての関係でいくと、

毎年何らかの形で提案をするようにとお知らせが出るものなのか、何かのこういうときに

まとめてこういうテーマでどうだというふうな形でやっているものなのか、その辺ちょっ

と具体的にお話ししていただければと思うのですけれども。

〇副議長 飯澤明彦君 小黒弘議員の質問に対する答弁は休憩後に行います。

午後１時まで休憩いたします。

休憩 午前１１時５０分

再開 午後 １時００分

〇議長 東 英男君 休憩中の会議を開きます。

小黒弘議員の質問に対する答弁を求めます。

総務部長。

〇総務部長 湯浅克己君 この提案制度の取り組み状況ということだと思います。平成１

０年に全職員に周知をかけまして提案を求め、これまでの実績ということで１回目のご答
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弁させていただきましたけれども、この提案制度に基づく提案につきましては、この１０

年の提案を最後といたしまして現状としては提案はないところでございます。１０年以降

については、それらの周知を図っているということは行っていないところでございます。

〇議長 東 英男君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 かなりの件数あったので、今も続いているのだと思ったのだけれども、

平成１０年以降はこの規程に伴っての提案というのはなかったというふうに今お答えにな

ったのですね。それはとても残念ですねと思うのです。

最近砂川のまちをぐるぐる回っているのですけれども、本当に景気が悪いというか、暗

いのです。これから質問もするのだけれども、高校生も定員割れも大きいし、よそのまち

に家建てて砂川の人が住んでいくし、農業は後継者がいないと悩んでいるし、商店街も本

当に後継者がいないと悩んでいるこんなときなので、実は市の職員というのは私はそれぞ

れの分野でスペシャリストだと思うのです。それで、ここら辺がしっかりとまちづくり、

もっと言えばまちづくりのプロ集団でもあるというふうにも考えているので、いいアイデ

アもたくさん持っているのではないかなというふうにも思うのです。

それで、ちょっと聞いた話だと昨年の１０月ごろに少子化とか定住化について、市長み

ずからかどうかわからないのですけれども、政策提言の募集があったというふうに聞いて

いるのです。平成１０年以降なかったのだけれども、去年は何かあったようなのですけれ

ども、その辺は実際あったのかどうかお伺いします。

〇議長 東 英男君 総務部長。

〇総務部長 湯浅克己君 この提案制度に基づきます提案というのがこれまで１０年以降

はないという状況なのですけれども、その一方で行政改革等がありますので、行政改革の

中における事務事業の見直しという形の中でこれまでも何度か進めてきております。その

ほか事務事業評価も、行政評価の制度もありますので、その中で一定程度事務事業の見直

しというところの提案制度の部分については補完されているとは思います。今議員おっし

ゃられました政策の提言の部分につきましては、現状といたしましては今職場内で課内会

議等も行われていますので、その中で上げていくという形もあろうかなと思っています。

あと、昨年行われました提言という部分がございました。これは、昨年７月に各部長、

課長を通じまして職員に対して例えば少子化ですとか定住策で自分たちで考えれるものに

ついて、考え方を余り細かいところまでは詰めなくても構わないので、思うところを提言

してほしいということでそれらのことを求めまして、かなりの数が提出されましたので、

それらの提出の内容につきましては、例えば課の中で話し合った結果として出されたもの、

係の中で話し合ったもの、あとは個人的な意見、それらについても特に細かい定め事はし

ないで出してほしいということで提言を求めましたところかなりの数がありましたので、

それらについて聞き取りも行いながら、今後の政策展開に向けて提言とさせていただきた

いというような取り組みも行っているところでございます。



－72－

〇議長 東 英男君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 いい取り組みだというふうに思うのですよね。特に少子化、定住化なん

ていうのはこれからの一大課題なわけで、それ職員の中だけでやっているのも何かもった

いないような気がするので、今一部でもいいからどんな提言、提案があったのか教えても

らえませんか。もっと言えば、ほかのまちだとホームページなんかでもこういう職員たち

の提言があって、これがどういう実績に結びついたとかとやっているところなんかもある

のです。そうすると、市民が見ても職員は自分の仕事ばかりではなくて、こういういろん

なまちのこと考えているのだというアピールにもなるわけだから、今たまたま昨年やった

という、結構な件数あったというので、そんな全部とは言いませんけれども、一部でもい

いので紹介していただきたいと思うのですけれども。

〇議長 東 英男君 総務部長。

〇総務部長 湯浅克己君 物事としてまとめたところではないのですけれども、聞き取り

をした中身につきましては、例えば少子化であれば医療費の無料化の拡大ですとか、そう

いうようなお話も出ていますし、保育料の関係、あるいは幼稚園の就園の関係の費用です

か、それらの軽減策ですとかそういう考え方もありますし、中には変わったものであれば

子育ての関係の課を統一したものをつくって、そこは子育てですので、例えば女性だけの

職場にしてみるのはどうかという、そういうようなちょっと変わった形のものも出ていま

すし、それらについても出されることについてのいい悪いという判断はしておりませんの

で、それらも全て参考にさせていただきながら取り組みを今後行わなければならないと思

っていますし、これらの考え方につきましては２７年度で作成いたします地方版総合戦略

の中でも盛り込まれていくものではないのかなという形で考えているところでございます。

〇議長 東 英男君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 普通出したほうというのは、一生懸命考えて出したと思うのです。出し

たものがどういうふうに評価されているのだろう、結果がどういうふうになっているのだ

ろうというのも多分知りたいのだろうなというふうには思うのです。

私は、社会経済委員会の委員長で、顔合わせというのとあご別れというのが、まあ飲み

会があるのですけれども、そのときにみんな出席した答弁者も含めて１人一言、一言とい

っても結構長かったりするのですけれども、それをみんなで話し合って聞くという機会が

２回ほどあったのですけれども、これ聞いていると本当に市の職員たちって、普通はこう

やって僕ら質疑と答弁とでしか話していないのだけれども、本音のところの話を聞くとい

ろんなことを考えています。市のことを考えているというのがよくわかることが２回ほど

あって、こういう人たちが自分の原課だけの仕事ではなくても、過去の仕事でも何でもき

っといろんなアイデア持っているのだろうなと。それを何とか生かすことが少しでもでき

れば、また自分の仕事の張りにもなるのではないかなというふうにも私は思うのです。そ

んなようなことをせっかく去年もそういうふうにやったので、ただ聞くばかりというので
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はなくて、それは何かで反映されたり、自分たちの意見ってしゃべってもこういうふうに

なっていくのだなというようなことを少し確実にさせていったほうがいいのではないかと

思うのですけれども、いかがでしょうか。

〇議長 東 英男君 総務部長。

〇総務部長 湯浅克己君 現行のこの職員提案制度につきましては、どちらかといいます

と事務事業の見直し等を中心に行っております。今お話のありました政策提言的なところ

は、この規程の中では特に取り上げていないところでございますけれども、現状といたし

ましてはそういう提言をすることにより職員の士気の高揚も図られる部分はあると思いま

すので、制度をどのような形で見直すのか、また違う形で取り入れるのかも踏まえまして、

今後考えていかなければならない課題と思っているところでございます。

〇議長 東 英男君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 それでは、３点目の砂川高校の出願者の大幅減の関係で質問したいと思

います。

本当に今回は大幅な減で少々がっかりしてしまったのですけれども、きのうの教育行政

報告で触れられていましたけれども、空知北学区の普通科で１１１名の定員割れになった

という教育長のご報告があって、そこには深川が入っていますよね。深川というのは、な

かなかこの地域では通学ということにはならないので、特にこの近辺で考えていくと普通

科では滝西が１５の減、砂川が７０の減、６９ですか。つまりこの定員割れの８５人のう

ちの８２％、もうほぼ砂川高校がひとり負け、言葉は悪いですけれども、本当にここだけ

が定数を大幅に減少してしまったという現実があると思うのです。

それで、先ほど次長がお答えになって、よその町の話もされていました。奈井江の話を

されたと思うのですけれども、意外と調べていくと、奈井江は非常に新聞でも取り上げら

れたりして注目されていたところだったのですけれども、ほかの学校でも同じようなこと

をもう前からしているのです。例えば新十津川の農業高校だと通学定期代が補助があって、

１万円を超える部分ですけれども、あるいは下宿生に対する補助が月３万円とか、ここは

おもしろいのが昼食は学校給食で、高校生でも学校給食で１食３２０円で食べられるとか、

あと芦別高校はやっぱりここも通学の定期券の補助だとか、検定試験料の２分の１助成だ

とか、ではそういうところが今回どうだったかというと、それぞれみんな定員を満たして

いるわけです。芦別高校なんか特に離れたところではあるけれども、普通科だけれどもそ

れなりの特色を出して、定員をキープしているという状況です。これとそれが決して離れ

たことではないというふうに私は思います。この現状を見て、教育委員会としては一体ど

うしようと思うのかなのです。そこをまずお伺いします。

〇議長 東 英男君 教育次長。

〇教育次長 和泉 肇君 ご指摘いただきましたとおり、砂川高校のみが大きく定員割れ

をしている状況という現状にございます。教育委員会としてどうしたいのかというご質問
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でありますけれども、教育委員会といたしましてはもちろん砂川高校自体が魅力を高めて、

その上で定員が確保されるような、生徒が集まるような学校になっていただきたいと。そ

のための協力を教育委員会としてしてまいりたいというふうに考えております。

〇議長 東 英男君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 よそごとなのだよね。今そんな状況ではない。これ最初６学級から始ま

ったのです、砂川高校。５、４になって、今４がこのままでいくとどうなるのですか、次

長。

〇議長 東 英男君 教育次長。

〇教育次長 和泉 肇君 このままいくと、２次募集の結果を待って、定員が４０名以上

欠けたという場合については１間口減少になるということになります。

〇議長 東 英男君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 ５月２日までで満たさなかったらもう即座に学級減になるのです。そん

な状況です。それを高校に任せておくというだけの話ではないでしょう。そう思いません

か。次長は教育長のかわりで話しているし、教育委員長さんのかわりでも話しているはず

なので、さっき奈井江商業のことを話しましたよね。補助の効果が出たというふうに思っ

ていますか、思っていませんか。

〇議長 東 英男君 教育次長。

〇教育次長 和泉 肇君 今回の奈井江商業につきまして５３名の志願者があったという

ことについては、その今回の支援策の効果だというふうに考えてございます。

〇議長 東 英男君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 そしたら、何をしなければならないかというのはある程度わかりますよ

ね。なのに何でさっきの答えですか。教育委員会は、高校のこと関係ないのですか。ずっ

とこのことを言っています。私ばかりではなくて他の議員も、砂川高校何とかしなければ

いけないと。だけれども、ここに及んでその答えはないでしょう。これ以上いけば次の予

算に絡んでくるからと言われるので、私は言いませんけれども、こんな不自由な一般質問

は実はなくて、では次どうするのさと聞きたいところです。でも、そこはしませんけれど

も、先ほども砂川高校へ出願した市内の中学卒業生の数のことが出ていたのですけれども、

ここ数年でいいので、市内の石中、砂中の子供たちが砂川高校に行った人数を教えてもら

えますか。

〇議長 東 英男君 教育次長。

〇教育次長 和泉 肇君 ２６年、２７年の資料しか現在持ち合わせておりません。大変

申しわけありません。砂川中学校につきましては、平成２６年度、６３名、ことし２７年

度については４５名、石山中学校におきましては平成２６年度、１８名、２７年度は７名

という状況でございます。

〇議長 東 英男君 小黒弘議員。
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〇小黒 弘議員 大幅にやっぱり減少していて、子供たちは一生に１度の受験ですから、

滝川行ってもどこ行ってもこれは学区内であれば当然自分たちの生きる道、望む道に行く

と思います。ただ、どうして地元の子供たちが地元の高校にだんだん行く数が少なくなっ

てきているのかということも、とても大きな大事なことだというふうに私は思っているの

です。では、砂川高校の魅力を高めていくためには一体どうするのだということです。今

度は確実に、多分３間口になってしまうでしょう。一回これが崩れ始めると、雪崩を打っ

てという可能性だって私はあると思うのです。そうすればクラブ活動もできないし、せっ

かく広いグランウンドを持っている砂川高校だって、野球部だって本当に去年あたりもも

う定員がぎりぎりぐらいな状況になっている。しかも、今度こうやって出願数が少なくな

っていけば、あそこに行ってもなあと。そう言っているうちに今度は深川ではクラーク高

校が、同じ学区ですよ、これ。駒大岩見沢の親子の監督をしっかり呼んで、うちだって室

内練習場あるのです、グラウンドもあるし。だけれども、えらく話題になっている。きっ

と野球の好きな子供たちはこっちに行くのだろうというふうに思うわけです。では、砂川

高校は単位制で、いっときは華々しくやったのだけれども、今後本当にどうしていくのか

ということを学校任せではなくて教育委員会も含めてしっかりと、これをもう一回繰り返

してはならないはずです。ひとり負けの７０人なんていう減少が起こってはならないので

す。そのためにはせめて今何を考えているのでしょうか。教育長お願いします。

〇議長 東 英男君 教育長。

〇教育長 井上克也君 （登壇） ただいまのご質問でございますけれども、確かに結果

として出願者の状況がこういう状況になったということは現状であります。ただ、この状

況につきましては、手をこまねいて何も対策を練っていなかったというわけではございま

せん。中学校の校長、そして現に砂川高校の校長も年２回開催されます地域別検討協議会、

私どもも出席しておりますけれども、そこでは道教委からしっかりと情報を提供していた

だいて、その状況を見て、ことしは地元の砂中、石中の卒業生が昨年度と比べてこれだけ

少ないと。このままでいくと非常に厳しい状況になると、そういう認識はしっかりと各校

長と協議をしております。したがって、特に砂中、石中の校長には地元高等教育の充実の

ためにはやはり地元の中学生の入学というのは欠かせないのだというようなことで、砂川

高校の特色であります単位制のＰＲ、そしてまた砂川市で支援しておりますサテライト授

業の実施、これらについて機会あるごとに子供たちにはひとつＰＲもしていただきたい、

また高校にもそれぞれの中学校に出向いて、そこの特徴、特色というものをＰＲしていた

だきたい、そういう思いで、またそういう考えで、そういう認識でそれぞれの立場で取り

組んできたのが事実でありますけれども、今後この状況でいきますと４間口確保というの

は非常に難しい状況でありますから、当然これまで行ってきたそれぞれ間口対策の高校の

取り組み、中学校の取り組み、そしてまた市教委の取り組み、そういったものを十分に検

証しまして、時期あるいは内容等を含めまして十分検討しなければならない非常に厳しい
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状況だというふうに認識しております。

〇議長 東 英男君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 今、いろいろ話し合いをして魅力のあることを伝えながら、地元の中学

生も多く来てもらえるように常に努力をしてきているというお話があったわけですけれど

も、最後に教育長にお伺いします。砂川高校は、全日制普通科の単位制高校、普通の高校

とは違います。では、この単位制高校の魅力ってどこにあるのでしょうか。そこをお答え

ください。

〇議長 東 英男君 教育長。

〇教育長 井上克也君 普通科単位制でありますから、教科についても多様な教科が用意

されております。また、教員につきましても単位制加配ということでより多くの先生方が

勤務されておるというようなことから、子供たちの指導に当たって、あるいは進路指導に

当たってきめ細かな指導ができるという利点がありますし、また教科の選択においては進

学あるいは就職に向けてその教科を集中的に取得できるという単位制の特色を持っており

ます。

以上であります。

〇議長 東 英男君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 では、なぜそれが伝わっていないのでしょうか。伝わっていないから、

これだけの子供たちが来ないのでしょうね。伝わっていたらもっと定員に行くぐらいには

来るはずなのだと思うのですけれども、何で伝わっていないのですか。

〇議長 東 英男君 教育長。

〇教育長 井上克也君 ここは先日もいろいろな協議もいたしましたけれども、反省とし

て、高校による市内の学校だけでなくて近隣の中学校も含めた単位制のＰＲ、これについ

てやはり周知方、ＰＲの仕方が何か足りない部分、不足する部分があったのではないか、

また子供たちの進路でありますから、そういった学校を回る機会、あるいは体験入学も含

めてなのですけれども、開催時期が一体どうだったのか、そこに何が問題があったのだろ

うか、そういったことを十分検証してまいりたいというふうに考えております。

〇議長 東 英男君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 現実的に言うと、この地域って年収の低い方々が正直多いのです。とな

ったときにやっぱり違う意味での補助って本当に大きいのだと思うのです。これ現実なの

だと思うのです。こっちとこっちと選択があったときに、こっち行ったほうが本当にお金

的に助かるというところに子供を行かせようとする親の気持ちってやっぱりあるのだと思

うのです。それが残念ながらこの地域では非常に効果が上がってしまうということは、僕

はあるのだと思うのです。

今教育長がおっしゃったことというのは、基本的にはとても大事なことだけれども、本

当にそれだけでもう一回この砂川高校の間口を、これ残念なことに一回３になったものは
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よっぽどのことがないと４に、５に上がれないのですよ。この１タイミングで、生徒がふ

えたからというふうにはならないのが今の制度のはずなのです。ということからすると、

もうこれ以上は本当にやめてほしい。これ以上下げることだけはやめてほしい。そのため

にはどんな手段でもとってもいいのではないかというふうに私は思うので、本当に力を入

れてやっていただきたいというふうに思っています。

最後の空き教室の関係に行きますけれども、空き教室というのと余裕教室というのとは

何か物を見るとちょっと違うみたいなのですけれども、先ほどの１回目の質問のお答えの

中で相当詳しく説明してくれたのだけれども、残念ながら僕書き切れなかったので、実際

他に活用ができるような教室というのが小学校、中学校を合わせて何教室ぐらいあるのか

お伺いしたいのですけれども。

〇議長 東 英男君 教育次長。

〇教育次長 和泉 肇君 今現在、全く使われていない状況にあるという教室はゼロであ

ります。第１回目の答弁でもご説明申し上げましたけれども、何がしかの教育的な学校用

途として現状は使われているという状況にございます。

〇議長 東 英男君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 教育委員会としては、学校の報告ばかりではなくて、実際に教室に行か

れているのかどうか。

〇議長 東 英男君 教育次長。

〇教育次長 和泉 肇君 施設の中、学校の内部の用途につきましては、施設台帳という

ことで現地を確認の上、台帳をつくって報告しているという状況にございます。

〇議長 東 英男君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 おもしろいことにほかのまちでも今と全く同じやりとりがあって、これ

本当は議会も行ったほうがいいのかなと思ったりもするのですけれども、例えば物が置い

てあったり、倉庫がわりにもししていたとしても、それは余裕教室と。全く使われていな

い教室ではないというふうになるのですよね。

〇議長 東 英男君 教育次長。

〇教育次長 和泉 肇君 ご指摘いただいたとおりであります。現在市内の小学校におい

て備品庫的な、そういう用途として使われているのは２教室ございます。

〇議長 東 英男君 小黒弘議員。

〇小黒 弘議員 これも一般質問の限界で、すごくしづらい質問になっていって苦労する

のですけれども、何でこんなことを聞いたかというと、どう考えてもこれだけ児童数が少

なくなってきていて、例えば中央小学校にしたって最初は１学年２クラスずつあったのが

みんな１クラスになってしまっている。ほかの学校も全部そうですよね。だけれども、小

学校に行っている子供たちが終わった後の学童保育の、これ聞きませんけれども、言わせ

てください。学童保育のところに行くと、例えば中央小学校の学童保育は総合福祉センタ
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ーの下にあるのですけれども、狭いし、トイレ臭いし、そして和室なものだからトイレ行

けないのです。そういう状況の中で、本当に小学校から先どこに預けたらいいかというの

が子育ての中では一番重要な部分なのだけれども、そこでやっている。南の昔の保育所跡

の学童は、この前たまたま通りかかったら外壁の工事しているのです。何だろうなと思っ

たら外壁が崩れたのですって。その工事をしているという話なのです。中も本当に古い。

そういう中で、このまちは小学校に上がった以降の子供たち、それこそみんな共働きでや

っている。預かる場所というのをちゃんと考えているのだろうかなと今思っているところ

で、空知太小学校はうまく空き教室を使って学童保育をやっているのです。やっぱり学校

で学童保育、学童をやれるというと体育館も使えるし、空知太にはプールがあるので、夏

休みなんかでもプールを使えるのです。冬になったら冬で校庭で雪遊びしたり、何だかん

だしたり。では、ほかの学童の子供たちはそういうふうな環境でいられるかというと、本

当にそうではないのですね。今回空き教室って本当にないのだろうかというので聞いてみ

たら、全く使用されていないものはゼロという答えだったのです。でも、本当にゼロなの

だろうかなと実は思うのです。学校で学童をやるといったら、いろいろ面倒くさいことっ

ていっぱいあると思うのです。例えば教頭先生が最後のほうまで残っていなければならな

かったりとか、もし何かあったらどうするのだろうかとか。でも、やっぱり子供たちのこ

とを考えたときに、そこで授業が終わって、そこでまた学童保育が行われればバス代もか

からないで済んだりとか、同じような形で子供たちがそこで放課後を過ごせるということ

も一番いいパターンではないかなというふうに思うのですけれども、本当にあっちとこっ

ちと所管をまたいで僕はすごくしづらい質問をしていますけれども、教育委員会としては

こういうふうなことを考えていくというような、市民部とタイアップして学童保育を学校

でできるような形を考えてみようかなというふうな思いはあるのか、ないのかお伺いした

いと思います。

〇議長 東 英男君 教育次長。

〇教育次長 和泉 肇君 今ほどお話をいただきましたとおり、空知太小学校につきまし

ては学童が学校内でできているという状況にあります。これにつきましては、校内の管理

的な要素もかなり大きく、空知太小学校の場合には玄関横の教室が使えたというような状

況も大きかったというふうに聞いております。

今後のことでありますけれども、教育委員会として、教室があいているので使っていた

だきたいということにはなかなかなりませんが、個別にこの学校でこういうことができな

いかというようなお話があったときには決してできないということではなく、具体的に検

討してまいりたいというふうに考えます。

〇議長 東 英男君 多比良和伸議員。

〇多比良和伸議員 （登壇） それでは、通告に基づきまして、一般質問させていただき

ます。
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１つ目、教育委員会として地域おこし協力隊の利活用について。総務省の事業でありま

す地域おこし協力隊制度は、年を追うごとにその成果が報告されております。本市におい

ても経済部において３名の協力隊員が活躍しております。教育委員会としても社会教育活

動やスポーツ推進などとして活躍の場があると思いますし、必要なことだとも思いますの

で、その考え方についてお伺いいたします。

２つ目、市営塾の創設について。昨今収入格差が学力格差につながるとの情報がありま

す。そこで、低所得家庭に対し無料で受けられる市営の塾のようなものが考えられないの

かお伺いいたします。

〇議長 東 英男君 教育次長。

〇教育次長 和泉 肇君 （登壇） 大きな１の地域おこし協力隊の利活用についてご答

弁申し上げます。

地域おこし協力隊は、各地域における課題解決のためさまざまな職務を通じて地域協力

活動を行っておりますが、ご指摘のとおり、協力隊を活用して社会教育活動やスポーツ推

進活動、また文化振興活動などに取り組んでいる自治体もございます。社会教育事業等の

実施に当たって地域づくりや地域おこしは重要な要素であることから、地域とのつながり

は不可欠であり、教育委員会といたしましても地域の方々を結びつける人材の必要性は非

常に高いものと考えております。

現在、教育委員会には社会教育課、スポーツ振興課、公民館、図書館、社会教育団体等

への専門的かつ技術的な指導及び助言を行う専門職として社会教育主事が１名配置されて

おり、また社会教育主事を補佐し、社会教育に関する指導等を行う生涯学習推進アドバイ

ザーを１名配置しております。これらの職員は、指導や助言に加え、さまざまな場所で行

われている社会教育関連事業に協力したり、学習活動全般に関する企画やコーディネート

を行ったりすることで地域の方々を結びつけ、地域づくりに貢献することが大きな役割と

なっております。また、スポーツ振興に当たっては、地域における住民スポーツの振興を

図るためスポーツ推進委員１０名を委嘱しており、スポーツの実技指導を初めスポーツ振

興への指導、助言や事業への協力をいただいております。

現段階におきましては、事業の推進に当たり専門職等を中心に地域とのかかわりの強化

を図っており、また多くの市民や関係団体の皆様にご協力をいただき、協働により計画的

に事業を進めているところであります。教育委員会といたしましても地域外の人材による

新たな視点を事業に生かしていくことは重要と考えており、今後社会教育やスポーツの振

興に当たり、地域おこしにつながる新たな事業に取り組むなどする際には地域おこし協力

隊の利活用についても検討を行い、社会教育活動の充実やスポーツ振興事業の推進に努め

てまいりたいと考えておりますので、ご理解を賜りたいと存じます。

続きまして、大きな２の市営塾の創設につきましてご答弁申し上げます。市営塾という

事業に関しましては、一部の都道府県におきまして学校週５日制がスタートした平成１４
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年度から、子供たちの土曜日の学びの居場所の確保のほか、充実した学習機会や活動の場

を提供することを目的として行われている例があるという状況にあります。長引く不況の

中で経済状況の不安定さを反映した相対的貧困率の増加に伴い、各家庭における収入格差

が社会問題となっているところでありますが、とりわけ子供を抱える世帯におきましては

教育面を含む生育環境にも大きな影響があるという現状であり、特に学習塾や家庭教師等

の指導を受けることが一般化しつつある昨今では、家庭の経済的な影響で塾に行かせるこ

とが難しい家庭もあり、ひとしく教育を受ける権利を有する義務教育の段階での学力格差

が問題視されるようになり、教育の機会均等という側面では大きな課題となっているとこ

ろでもあります。

このような現状を解消するため、全国的には無料の学習支援が広がりつつあり、自治体

や民間はもとより学生によるボランティアといった形で行われ、旭川や札幌、近隣では岩

見沢の教育大生などによる無料の学習支援が行われているという現状もあり、その内容と

いたしましては学校の成績を上げることに特化することなく、学習への興味、関心の向上

や、同じような生活環境で悩みを抱えている子供たちの交流を通したコミュニティの形成

を目的として実施されているようであります。そのような中、市内各学校におきましては、

放課後学習による補充・発展学習の実施や長期休業中のサポート学習の提供に優先的に取

り組んでおり、市営の塾の実施を検討する段階には至っていないという現状でありますの

で、ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長 東 英男君 多比良和伸議員。

〇多比良和伸議員 それでは、１つ目から聞かせていただきますけれども、今ほどご答弁

いただいた限りでは利活用についてはいろんな可能性はあるけれども、現状の人と協力し

合いながら、特段必要性は今のところは感じていないというか、今すぐにどうこうという

ことではないのかなというふうなご答弁に聞こえたのですけれども、現状やれていること

だからいいということではないのです、この地域おこし協力隊のもともとの趣旨が。地域

おこし協力隊のもともとの趣旨は、そういう活動を通して都市部の人間がこういったとこ

ろに来て、最終的には定住につながってくれればいいなというようなことも含めての事業

になる、いろんな要素があると思うのです。現状やれているから、やれていないからとい

うことも一つなのですけれども、やれることが一つでもあるのであれば積極的に招致をし

て、一緒に手伝ってもらって、一緒に活動してもらって、この地域に根づいてもらうとい

うのが一番理想的なことなのではないかなというふうに思いますし、いかんせん地域おこ

し協力隊というのは国の補助がつく事業でありますので、現行今雇われている方も当然い

らっしゃるとは思うのですけれども、そういった方々にさらにお手伝いとして、または事

情があって人が入れかわるときなんかにしてみれば今までかかっていた人件費が、限定で

はありますけれども、かからなくなっていくようなこともありますし、そういうことを考

えると、これ全ての課に言えるのでしょうけれども、今現行足りているからとか足りてい
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ないからというのではなくて、その方たちを活用して何かやってもらえることがあるので

あれば、これはやっぱり積極的に取り組むべき事業だと思うのです。総務省自体今全国で

約１，０００人以上の地域おこし協力隊、砂川の３名も含めて全国に地域おこし協力隊と

して派遣されているわけなのですけれども、今後これを３，０００人ぐらいまでふやすと

いうようなことで、どんどんその制度の助成内容も大きく手厚くなってきたり、または定

住に対する準備、もしくは募集するための準備、そういったものについても補助をつけて

いただけるような形になってきておりますので、その現状の中でもしも地域おこし協力隊

が来たらこんなことできるなというものが一つでもあるのであれば、積極的に検討してい

ただきたいなというふうに思います。

地域おこし協力隊の制度そのものの話でいうと、そういうことになるのですが、実際教

育委員会のほうで地域おこし協力隊が来たらこんなメリットがあるのではないかなとか、

そういったものもありますので、そのあたりのことをご提案させていただいて、ご意見を

聞いてみたいなというふうに思うのですが、まずは岐阜県の本巣市、人口１万７，２６６

人、この砂川とほぼ変わらない人口になるのかなというふうに思うのですが、その中での

スポーツ推進委員としての役割ということで、いろいろこういう活動がありますよと、こ

ういう活動をしておりますよということを挙げさせていただきますと、例えばそのまちが

行うスポーツ行事、または事業の企画運営をしたりします。これを砂川市に置きかえて考

えてみるならば、例えば砂川のオアシスマラソン大会ですとか砂川市の高齢者軽スポーツ

フェスティバルとか、そういったときとかに企画運営、さらには一緒になってやっていた

だけるのではないかなというふうに思いますし、またはスポーツ団体その他の団体の行う

スポーツに関する行事、または事業をサポートします。これを本当に砂川で可能性として

あるのではないかなと思うのは、北光公園のヨットやカヌー、ああいったものですとか、

各少年野球やサッカーチームなどいろんなチームがあるのですけれども、なかなか審判の

なり手がいないとか、そのイベントをサポートする人がいない、そういったところの人材

不足というものも当然現状としてはあるわけです。また、市民の皆さんからの依頼により

スポーツの実技指導を行います。現行、当然スポーツ推進委員の方がやっておられること

だとは思うのですけれども、本当に小さい幼児から運動能力向上のための実技指導であっ

たり、高齢者に対しての健康維持のための実技指導であったり、いろんなところが考えら

れるのでないかなというふうに思うわけなのです。

スポーツ推進委員として現行それだけの人がいて、それでいてこの辺の近隣市町村、も

しくは都道府県と比較して、この砂川市の運動能力が高いのですよと、結果が出ているの

であれば当然、現行のままで頑張ってくださいという話になるのですけれども、これまで

の一般質問を通して伺いましたけれども、この地域の運動能力というのはやっぱり低いの

ですよね。決して高くないのです。だから、そういったものが課題としてあるのであれば、

現行のままでいいという話にはやっぱりならないと思うのです。いろんなものを通じて向
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上に向けて新たな手だてが必要になると思うのです。それは、内部的に今いる現行の中で

もちろん考えていくことも一つでしょうし、こういった人たちを使うことによって新たな

事業を、または新たな機会をつくっていただくということも当然大切なことなのかなとい

うふうには思います。まずはこのスポーツ推進委員としての可能性というか、考え方につ

いてご認識お聞かせ願えますでしょうか。

〇議長 東 英男君 多比良和伸議員の質問に対する答弁は休憩後に行います。

１０分間休憩します。

休憩 午後 １時４５分

再開 午後 １時５５分

〇議長 東 英男君 休憩中の会議を開きます。

多比良和伸議員の質問に対する答弁を求めます。

教育次長。

〇教育次長 和泉 肇君 まず、スポーツ推進委員としての活用という事例をご紹介いた

だきました。現状砂川市でいうところのスポーツ推進委員につきましては、なかなか日中

お仕事をお持ちで、あいた時間にいろいろ指導なり、事業にご協力をいただいているとい

うような状況もございまして、ご紹介いただきましたようなものは非常に有効に活用され

ている事例だなというふうに考えます。ただ、まずは協力隊員ありきということではなく

て、スポーツ推進委員にはまず何をやっていただくのだというような考え方をきちっと持

った中でそういう協力隊の活用という道が出てくるのかなというふうに考えてございます。

ご紹介いただきました事例なども参考に十分検討してまいりたいというふうに考えます。

〇議長 東 英男君 多比良和伸議員。

〇多比良和伸議員 ありきで考えていただいてもいいのではないかなというふうには思う

のですが、次に社会教育推進員、もしくは文化的な要素でということでの事例をご紹介い

たしますと、北海道のこれは清水町になりますけれども、地域文化に関する協力活動、社

会教育組織への活動支援、文化継承事業等への啓発や町民講座等の企画及び参加啓発を行

うということが前文に書かれておりまして、例えば１つ目、文化センターの利用者の自主

運営支援、これを砂川市で例えるのであれば公民館での事業ですとか、地域交流センター

ゆうでの自主事業に対する支援、そして次に青年団体の自主活動支援、こちらは砂川でい

うと砂川青年会議所であったり、商工会議所青年部であったり、そういったところの支援、

そしてもう一つ、文化協会協議会加盟団体の自主活動支援、これになると砂川市も市民文

化祭実行委員会等本当に文化いろんな加盟団体がありますので、そちらのほうのご支援を

したりですとか、また本当に一番難しいところなのですけれども、公民館講座の企画やそ

の参加の啓発活動、本当に地域コミュニティをしっかりとこれからも大事にしていかなけ

ればいけない中で、この公民館の活動ですとか地域交流センターで行われている講座等、

こういったものに多くの人が参加してもらうということはこれからのまちづくりとして非
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常に大切なことだなというふうに思うのですが、なかなか運営している方たちからしてみ

たら参加啓発までの手が足りないというような現状もありますので、そういった部分のお

手伝いをしていただくということはすごく有効なことなのではないかなというふうに感じ

ます。また、文化継承事業ほか社会教育事務ということで記載されているのですけれども、

例えば砂川でいえば千人踊りですとか、餅つき保存会ですとか、北海道義士祭ですとか、

そういったいろんな砂川にも文化継承していかなければいけないなと思える事業がありま

すので、そういったところへの協力活動というようなことも大いに考えていけるのではな

いのかなというふうに思います。

そして、清水町もまた最後に記載されているのが、その他地域おこしの支援活動という

ふうに書いてあるのですけれども、地域イベント、コミュニティ活動、観光振興、物産、

販売などということで、教育委員会としてもちろんこれは募集をかけてやっているのです

が、その業務内容というか、その中の項目にこういうことを、とにかくそういうことを中

心にやるのだけれども、その他こういった活動も、この活動そのものが社会教育活動であ

るという認識で大きな枠として取り組みの中に入れているような状況がありますので、本

当にそういう意味でいえば地域おこし協力隊がこれをやってはいけなくて、これはいいよ

ということは、事例としてはもうかなり幅は広くなっておりますので、その中で今度は文

化や社会教育という意味での地域おこし協力隊としての可能性についてご認識をお聞かせ

願いたいなというふうに思います。

〇議長 東 英男君 教育次長。

〇教育次長 和泉 肇君 ご指摘いただきましたとおり、社会教育分野自体もかなり広い

活動を展開しているところでありまして、そういう中にあってご指摘のような協力隊員が

いればいろいろな活動の幅も広がっていくのかなというふうには考えてございます。ただ、

現状、１回目の答弁でも申し上げましたとおり、教育委員会には社会教育主事という資格

を持った職員が専属でございまして、この社会教育主事を中心にさまざまな活動を展開し

ていると。そういう中で、ご指摘のような協力隊の必要性ということではありませんけれ

ども、社会教育の中で新たな事業展開、新たな事業をやっていくというようなこと、まず

そういう段階において協力隊員の活用について検討してまいりたいというふうに考えてご

ざいます。

〇議長 東 英男君 多比良和伸議員。

〇多比良和伸議員 今後のことは特段協議、考えていくきっかけにしていただければいい

かなというふうに思うのですが、最後に新たな事業というふうなことでしたので、こうい

うことがあったらいいのではないかなというふうなものを幾つかご提案させていただいて、

この質問は終わらせていただこうかなというふうには思います。

１つは、子どもの国周辺です。本当に多く自然がある中で、その中でもっともっと子供

たちとアウトドア活動を中心とした企画運営なんかというものを、本当にアウトドアに特
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化した人が地域おこし協力隊で来てくれるといろんな可能性を引き出してくれるのだろう

なというふうに思いますので、せっかくある砂川の財産ですので、大いに利活用していた

だきたいなというふうに思うのと、それからもう一つはオアシスパークです。こちらを利

活用したスポーツでしたり、社会教育活動であったりということができるのではないかな

というふうに思います。１つは、オアシスパークを利用した、例えばトライアスロンの大

会ですとか、それから冬場の雪上の、氷上ですか、氷上のアクティビティーなんかそうい

ったものも含めて、その能力を持った地域おこし協力隊に考えていただいて、企画してい

ただいて、運営なんかしていただけたら、やっぱり冬場の運動能力というものは、冬を抱

えている北海道というのは運動不足になりやすいということもありますので、どんどんそ

ういった冬場のアクティビティー、スポーツを推進してもらって、体力をつけてもらいた

いなというふうに思います。

そういったことを最後にご提案させていただいて、こちらは質問は終わらせていただき

たいと思います。

次に、市営塾の可能性について、市営塾の創設についてということなのですけれども、

先ほど高校の中でも話ありましたけれども、そんなに経済的に余裕があるというところは

実際問題多くはないのかなと。それぞれが何かしら子供のために身を削る思いで塾などそ

ういったところに行って、これも根本は、学力が現状何も手だてをしなくても砂川は十分

いいのですよというような話であればこんな話は必要ないのですけれども、実際問題、現

実として地域がほかよりもおくれているというような現状がありますので、何かしら新た

な手だてを講じていかなければならない。その中で背景としてどんなことがあるのかなと

いったことを考えたときに、勉強する機会というものをもっとたくさんの人に創出して、

みんなが少しずつレベルが上がることが地域の学力向上につながるのではないかと。上の

できる子たちだけ伸ばせば平均が上がるかといったら、そういうことではないので、やっ

ぱりみんなが少しずつでも学力が向上していくことが後のこの地域の財産にもなりますし、

地域の担い手となっていく人たちでありますから、少しでもそういった機会を創出してあ

げるということは必要なのではないかなというふうに思うわけなのですけれども、そこで

大分県の豊後高田市ですか、人口２万３，０００人、砂川よりも少し人口が多いまちなの

かなというふうに思いますけれども、こちらが先ほどありましたように週５日間になった

ときから土曜日の有効活用ということで市として取り組んだということでありまして、こ

れまでに１３年間続いている事業であります。この１３年間続いている事業の中で、本当

に豊後高田市としては大きな成果を上げているという認識を持っておられるそうです。積

み重ねの成果が１３年たつともう結果として相当出てきているのだろうなというふうには

思うので、こういうことは現状どうにかしなければならないということも当然必要なので

すけれども、将来に対して種をまいていくということもあわせて必要なことだと思います

ので、こちらをご紹介させていただきました。
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では実際砂川でどういった手法をとって、砂川で考えるならどういうやり方がいいのか

なということを考えますと、もちろんこういうことをやっていくためには先ほど言われま

したとおり大学の学生ですとか、ボランティアの方が無料でやられるということも当然考

えられるとは思うのですけれども、砂川には大学があるわけではないですし、そういう意

味ではどういった人にやってもらえばいいのかなというふうに思ったのですけれども、砂

川市内にはもともと教育関係者だった方がまだまだ多く住まわれている現状がある。そし

て、学校としては定年退職されましたけれども、それでもまだまだ今元気な方が大勢いら

っしゃる、または人格者の方がたくさんいらっしゃる。できればそういうような方たちに

そういった塾の先生の担い手になってもらうとか、お願いするとか、そういうような活動

でこの地域の学力の底上げに協力してもらうようなことはできないものか。

また、もう一つは、先ほども話を出しましたけれども、例えば地域おこし協力隊のよう

な人に外部から来ていただいて、そういった方に塾を見てもらう、そういったことも考え

られるのかなというふうに思いますし、手法として砂川市は可能性としても十分あるので

はないかなと。もちろん場所の問題ですとかいろんなこともありますけれども、今現状で

砂川市の学力の向上の認識とそのあたりについてのお考えがあればまず聞かせていただき

たいなというふうに思うのですが。

〇議長 東 英男君 教育次長。

〇教育次長 和泉 肇君 まず、ご指摘いただきましたとおり、砂川市において学力が高

いというような状況にはなかなかないかなというふうに感じております。そういう中で、

教育委員会といたしましては、もちろん市営塾という考え方もございますし、そういう取

り組みをされている自治体もあるとご紹介もいただきましたけれども、まずは小中学校を

所管している教育委員会としましては、小中学校における学校教育を充実させていく必要

があるというふうに第一義的には考えてございます。また、いろいろ経済的な事情で塾に

行けない、あるいは家庭教師を頼めないというような部分は確かにあろうかとは思います

けれども、教育という観点がよろしいのか、例えば経済的な支援策というような観点がよ

ろしいのかという考え方はあろうかと思いますけれども、まずは教育委員会として考える

べきことは学校教育の充実であるというふうに認識をしてございます。

〇議長 東 英男君 多比良和伸議員。

〇多比良和伸議員 現状をまず改善する、これは多分いつ聞いても同じ答弁になるのでは

ないかなというふうには思っているのですよね。ではこれまではやっていなかったのとい

うことになると、そういうわけではないでしょうし、現状の中で考えられる取り組みとい

うのを日々やられているとは思うし、これからもやられるのだろうなというふうには思う

のです。それをやったから劇的に変わるかというと、ここ近年劇的に変わったかというと

変わらないわけですし、そういう意味では新たな何かが必要なのだろうなというふうに考

えさせられざるを得ない状況なのかなというふうには思います。
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しかも高校が本当にああやって間口が減るとかなんとかということになった背景、原因、

いろんなことを考えると、砂川の総体的な学力がもしも向上していったときにひょっとし

たら、今は学校、学業でなかなか砂川高校は選ばれていないのかもしれないけれども、実

際問題卒業生は就職、進学半々ぐらいになるというのが現状なのかなというふうに思いま

すし、今サテライトのいいサポートをしているのですけれども、進学に興味のない人にと

っては別に必要のないことなのかなというふうに思いますし、ただこれが総体的に皆さん

が向上していった中で、その中で一人でも多くの方が砂川高校を選ぶようになったときに

そういった事業がもっともっと生きてくるのではないかなというふうに思いますので、全

体的な底上げというのは非常に大切なのかなというふうには思います。

また、この豊後高田市におきましては、地域の特色として移住政策の中にこの分野が入

ってきているのです。もちろん移住、定住に関しては所管は違いますけれども、こういっ

たものが市の魅力として、特色として、そのまちの移住、定住の一つの目玉になっている。

この地域に住めば、学力を一生懸命頑張っているまちなのだ、やっぱりそういうような発

信をしていくのも非常に大切なのかなというふうに思いますし、当然結果が出るまでには

時間かかることですけれども、現状問題があるのであれば、先ほども言いましたように課

題を解決するための政策は必要ですけれども、将来それが長続きできるかどうかという保

証はないわけで、将来において長続きできるまちとしての今後を見据えた政策というもの

を同時に考えていかなければいけないというふうに思うわけなのです。

今ほどこういった支援の塾がいいのか、もしくは経済的な支援がいいのかというお話も

ありましたけれども、砂川市に全く塾がなければ、こういうようなことも当然やったほう

がいい、やるべきだということでなるのでしょうけれども、現状砂川市内にも優秀な塾が

たくさんありますので、例えばこういったことをすることによってそちらの塾に通う生徒

さんがこちらのほうにとられてしまうということも懸念されるわけで、そういったことを

改善するために、例えば大阪府ですとか東京なんかでやられているのは、塾に通う世帯に

対して補助を与えると。収入別に応じて補助率を決めて、それぞれの家庭が現存する塾に

通ってもらうための補助をつけるというような取り組みも当然されているわけであります。

本当に地域格差、収入格差、そしてこの学力格差、どんどん都市圏は進んでいろんなこと

をやっているわけなのです。そういったところにこっちは追いつかなければいけない立場

なのですけれども、そういったところがどんどん新しいことをやって、差がどんどん開い

ていく。そういうところで砂川から例えば中学、高校、大学含めて地方に出ていってしま

うという要因の一つもあると思うのです。砂川に住むと子供の学力、なかなか競争力もな

いし、刺激もないし、いい指導してくれるところもないなんていう話になって、砂川から

出ていってしまう。なかなか出ていってしまった人は、ではすぐ帰ってきてくれるかとい

うとそういうことにはやっぱりならないのです。この中で、この周辺でもいいですから、

とにかく学力を通じて魅力のあるまちにしていくということも、それがこの地域力につな
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がっていくと思うのです。そういった方が砂川で企業を開いていったりとか、そういうほ

かでやっていないことをこのまちでやって、自分はこの砂川市というところで育って、一

生懸命勉強させてもらえて、立派な人間になったというときに愛着心が湧かないわけもな

いなと思うのです。そういった人たちをつくっていくためにも、現状よりさらに先を見越

したことを一つでも二つでも考えながらやっていく必要性があるのではないかなというふ

うに思います。

最後に教育長に、いろいろ提案含めてお話しさせていただきましたけれども、今後につ

いてはまた別の機会として、現状必要性を感じていることですとか、何かご感想等あれば

お聞かせ願いたいなというふうに思います。

〇議長 東 英男君 教育長。

〇教育長 井上克也君 （登壇） 今議員のほうから子供たちの学力向上も含めて市営塾

というご提言もいただきました。議員のほうからもお話ありましたけれども、やはり子供

たちには基礎、基本をしっかりと身につけて、そして発想力あるいは判断力、想像力、そ

ういったものを養うのだということは、これは各学校においてそれぞれ取り組んでいると

ころであります。したがいまして、子供たちそれぞれ発達段階に応じた一人一人のニーズ

というのがあります。それについては、一番知っているのは学校でありまして、その学校

において一人一人の段階、ニーズに応じた補習、学習というものを現在放課後なり、ある

いは冬休み、夏休みと言われる長期休業中におけるサポート学習なりで子供たちの発達段

階に応じて確実に学力を身につけるのだという取り組みをそれぞれ進めておりますので、

今はまずその段階ではないかなというふうに考えております。

〇議長 東 英男君 多比良和伸議員。

〇多比良和伸議員 終わろうと思ったのですけれども……、今までやっていたことだと思

うのですよね。それでいいからこのまま続けるのだという答弁ならいいと思うのです。今

現状認識としてよくないと認識しているのであれば、やっぱり新たなことをしていかなけ

ればいけないというものは考えなければいけないのではないかなというふうには思うので

す。当然、今現状やっていることがだめだと言っているのではなくて、もちろんそれも底

上げをしていかなければいけない要素になっていくと思うのですけれども、やっぱり学校

単位というのは本当にある程度人数がたくさんいますし、できる子からこれから頑張らな

ければいけない子までたくさんいる中で、それを学校単位として引き上げていくというこ

とに関しては、もちろんそれはできるというのだったらいいのですよ。もうわかったから

と、来年、再来年見ていろと、この地域の中で砂川の学力は確実に上がりますよと言い切

れるのだったらいいのですけれども、今までもそういう議論はされてきたと思いますし、

今現状のある中で何が足りないのか、そういったことも認識して、この地域の将来のため

に本当に真剣に前向きにいろんなものを考えながら協議していって、どんどんいいまちに

していっていただきたいなというふうに思います。そのことを最後にお願いして、一般質
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問を終わります。ありがとうございました。

〇議長 東 英男君 一般質問は全て終了いたしました。

◎散会宣告

〇議長 東 英男君 以上で本日の日程は全て終了いたしました。

本日はこれで散会いたします。

散会 午後 ２時１８分


